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１ 教育委員会の活動状況

教育委員会の活動状況 点検評価シート

教育委員会の活動 実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由 評 価

開催回数：定例会議 12回（12回） 成果

教育委員会会議の実施状況 臨時会議 １回（１回） ・教育委員会会議規則で定められた ・教育委員会会議規則 Ａ

会議を開催した。 に従い、定められた

・会議本来の機能と活性化を図るた 教育委員会会議を実

審議件数：議案 66件（52件） め、次の点を心がけた。 施した。

・うち可決 64件（50件） ・教育委員会の施策は、定例（臨

・うち一部修正の上可決 2件（ 2件） 時）教育委員会における議論を

専決報告 19件（26件） 経て意思決定することが原則で

※（ ）内は平成 19年度実績 あるため、教育長の専決報告は

極力行わないよう努めた。

その結果、平成 19 年度と平
○議案及び専決報告の審議について厳正に行われた。 成 20 年度を比較すると、議案
また、会議終了後には、委員からの情報提供や、 数は、52 件から 66 件に増加し
事務局からの事業の進捗状況などの報告が行われ、 たが、専決報告数は、26 件か
委員間及び委員と事務局との間において活発な意見 ら 19件に減少した。
交換が行われた。 ・教育委員会会議での議論を経て

意思決定するというプロセスを

重視した結果、一部修正のうえ

可決した議案が２件あった。

・平成 21 年度から 5 年間を計画期
間とする県の教育振興基本計画で

ある「岐阜県教育ビジョン」の策

定を行い、岐阜県教育の将来展望

を示した。

第2章 各事務事業毎の点検評価シート
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教育委員会の活動状況 点検評価シート

教育委員会の活動 実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由 評 価

県内視察：平成２０年７月８日（火）岐阜地区 成果
調 査 活 動 の 状 況 等 ・ぎふ・学びの部屋 （県内視察） ・年間に予定している Ａ

岐阜市が設置する不登校生徒を対象とする通級式 ・教育の現代的課題である不登校生 調査活動（県内視察

の分教室で多くの生徒が在籍校へ復帰している。市 徒への対策の観点から、「ぎふ・ １回、県外視察 1回）
費負担教職員を配置し、徹底した習熟度別の補充授 学びの部屋」と「華陽フロンティ を実施し、委員の教

業などを柱とする弾力的な教育活動をする様子を視 ア高校」の視察を行い、不登校対 育への見識を深めた。

察した。 策についての現状を把握し、委員

・県立岐阜本巣特別支援学校 の見識を高め、教育委員会審議等

「子どもかがやきプラン」に基づき、平成 20 年 4 に役立てた。
月に新規開校。小学部・中学部・高等部を併設し知 ・新設の「岐阜本巣特別支援学校」

的障がい、肢体不自由、病弱、重複障がいに対応し の視察を行い、当校の現状と課題

ている。個に応じた指導の実際について視察した。 を把握するとともに、特別支援教

・県立華陽フロンティア高等学校 育のあり方について委員の見識を

平成 12年４月開校した３部制の定時制課程及び通 高め、「子どもかがやきプラン改
信制課程の高等学校。生徒のニーズに応じた多様な 訂版」の作成等に役立てた。

学び方ができる指導の様子について視察をした。

県外視察：平成２１年２月９日（月）～１０日（火） （県外視察）

・滋賀県立河瀬中学校・高等学校 ・滋賀県立河瀬中学校・高等学校で

平成 15年度に高校の校舎の一部を中学校の校舎と は、中高一貫校における特色ある
して利用し、併設型中高一貫教育校として開校。少 カリキュラムやスムーズな中高接
人数や習熟度別授業編成を積極的に行い、中学 3 年 続の様子を視察することにより、
生 1 月より、高校での学習事項を内容組み替えで実 中高一貫教育の今後のあり方につ
施することによるスムーズな中高接続を行っている いて委員の見識を高め、教育委員
様子を視察した。 会審議等に役立てた。
・京都市立白河総合支援学校 ・京都市立白河総合支援学校では、
高等部のみの特別支援学校で、キャリア教育の視 特別支援学校における先進的なキ
点を取り入れたカリキュラムと長期の企業実習によ ャリア教育の実施状況を視察する
る人材育成を柱にした京都市立総合支援学校版デュ ことにより、高等特別支援学校の
アルシステムと生徒の活動の様子を視察した。 あり方に関する委員の見識を高

・京都市立御所南小学校 め、「子どもかがやきプラン改訂
平成 16 年 11 月京都市教育委員会から学校運営協 版」の作成等に役立てた。
議会（コミュニティスクール）を設置する学校とし ・京都市立御所南小学校では、コミ
て指定を受け、夢がひろがる地域の学校を目指して ュニティ・スクールのあり方につ
活動する様子を視察した。 いて視察し、委員の見識を高め、

教育委員会審議等に役立てた。
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重点施策Ⅰ 一人一人の児童生徒が才能を伸ばすことができる教育の推進

事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

一 １確かな学力の育 少人数学級の充実 教 職 員 課 ・小１で 58 学級、小２ 成果 ［評価の理由］ Ａ A
人 成・個性の伸長 ・小学校 1・2年生の学年 2学級以 で 52 学級、計 110 学 ・全ての対象の小学校で少人数 ・県内全ての小学校
一 上を対象に１学級 35人以下とす 級（87 校）で少人数学 学級を実施した。少人数学級 で少人数学級もし
人 ①少人数指導によ る少人数学級編制を該当する全 級編制を実施した。 に対する学校評価結果の調査 くは、少人数と変
の る、よりきめ細 小学校において実施する。 に、児童の基本的学習習慣が わらない指導体制
児 かな指導の充実 (小 1：58学級、小 2：52学級) 向上する等児童の意欲的な姿 を確保するために
童 ・小１で 15 学級、小２ が表れている。 非常勤講師を配置
生 ・少人数学級と変わらない指導が で 16学級、計 31学級 し、きめ細かな指
徒 できるように小学校 1・2年生の （27 校）に非常勤講 ・平成 16年度に比べて、児童の 導ができるように
が 学年１学級で 36 人以上 40 人未 師を配置した。 学習姿勢が向上している。(下 人員配置を順調に
才 満の学級で該当する全小学校に データ参照） できた。
能 非常勤講師を配置する。
を (小 1：15学級、小 2：16学級) ・全ての対象となる小中学校に
伸 ・小学校で 299人、中学 少人数指導の加配教員を配置
ば 少人数指導の充実 校で 255人の教員を指 できた。
す ・小学校 3年以上で小学校は算数 導方法工夫改善のため
こ ・理科、中学校は数学・英語に の加配として配置し
と おいて、25 人以下の学習集団に た。
が 分けて学習指導を行うため、小
で 学校 299 人、中学校 255 人の教
き 員を配置する。
る 少人数学級に対する学校評価結果 教職員満足度 (教職員課調べ）平成 20年度
教 小１・小 2の少人数学級
育 教師の評価 生活・学 落ち着い 正しい姿 学習等の 学校が楽
の （満足度） 習習慣の て学校生 勢で学習 準備がで しいと感
推 向上が認 活を送っ ができる。きる。 じている。
進 められる ている。

平成 20年度 88.1% 90.7% 81.7% 80.6% 94.4%

平成 19年度 87.9% 90.1% 81.5% 80.2% 93.1%
平成 16年度 76.5% 86.4% 77.5% 76.4% 88.3%

２ 重点施策毎の事務事業の点検評価シート
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由 価 評
策 価

一 １確かな学力の育 学力向上推進事業 学校支援課 ・授業改善の実践事例公 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｃ
人 成・個性の伸長 ・授業改善のための事例等をホー 開事例数を ・授業改善の具体的な方法を研 ・学校の授業がわか
一 ムページ上に ・小：17事例 究し、その成果をホームペー る児童生徒の割合
人 ②一人一人の学習 小：各教科 2事例× 8教科 中：21事例 ジ上に公開し普及を図った結 は、小学校が平成
の 状況を把握し、 中：各教科 2事例× 9教科 高：52事例 果、アクセス数が 2,654 件(平 19 年度比-0.3%中
児 一人一人の学力 高：専門科目も含め 46事例 （含資料）公開した。 成 19 年度比 46 件増）あり、 学校が同数値で
童 が確実に向上す を公開する。 多くの教職員が活用した。 あった。平成 25
生 る指導の充実 ・目標の事例数は掲載できた。 年度の数値目標達
徒 ＜数値目標＞ 成に向けて、努力
が 学校の授業がわかる児童生徒の ・学校の授業がわかる児童生徒 を必要とする。
才 割合 の割合（平成 20年度） セミナーの満足
能 平成 25年度までに 小学校 74.9％(平成 19 年度 75.2%） 度調査による満足
を 小学校 80％ 中学校 58.3％(平成 19 年度 58.3%） 度が平成 19 年度
伸 中学校 70％ と同じ 85 ％であ
ば ・生徒による授業評価を実施す った。
す 生徒による授業評価を ・各種セミナーを開催した。 （昨年比） る県立高等学校の割合 開催した参加者
こ 実施する県立高等学校 ・小中学校学校図書館サミット 参加者 622名 （平成 20年度）86.9% 数は全てのセミナ
と の割合 (県内 6会場 8／ 1～ 8／ 22) （＋ 12名） (平成 19年度）85.6% ーで増加してい
が 平成 25年度までに ・高校数学セミナー 参加者 52名 (平成 18年度）88％ る。
で 100％ (8／ 2～ 3・12／ 14～ 15) （＋ 6名）
き ・小学算数セミナー 参加者 194名 ・児童生徒が、積極的にセミナ
る ・作品展や各種セミナー (8／ 6～ 7) （＋ 9名） ーや作品募集に参加した。
教 等を開催する。 ・中学数学セミナー 参加者 130名 ・各セミナーの満足度調査の平
育 ＜数値目標＞ (8／ 6～ 7) （＋ 11名） 均は約 85％であった。
の 各セミナーの参加者の ・高校生のための国語力セミナー参加者 44名
推 満足度 100％ （11／ 3） （＋ 3名） 課題
進 (平成 19年度満足度 ・社会科課題追究学習作品展 応募作品 307 ・満足度調査の満足ではなかっ

85％) (11／ 1～ 3)（＋ 12点） た参加者の意見から、セミナ
・「めざせ！ものづくり名人」（５種目） ーの内容によっては、上級コ

参加者 1,854名 ースや中級コースなど、セミ
(11／ 15） （＋ 22名） ナーを細分化したコース設定

・工業高校生ものづくりコンテスト（８部門） の希望が多くあった。今後は、
参加者 119名 参加者のニーズに応えられる

(11／ 15) （＋ 1名） ようにしていく必要がある。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由 価 評
策 価

一 １確かな学力の育 岐阜県における児童生徒の学習状 学校支援課 実施学校数・児童生徒数 成果 ［評価の理由］ Ｂ 前
人 成・個性の伸長 況の調査 実施：平成 21年 1月 ・報告書に取りまとめた結果を ・数値目標の「自ら 頁
一 全小中学校における児童生徒の 13日～ 16日の間 もとに、全ての小・中学校で 学習しようとする に
人 ②一人一人の学習 学習状況を把握するため、県内 ・小学校 384 校 は、自校の分析を行い、保護 意欲のある児童生 総
の 状況を把握し、 全ての小中学校で学習状況調査 40,997人 者に各学校における指導の改 徒の割合」は、調 合
児 一人一人の学力 を実施し、分析結果をもとに授 ・中学校 193校 善の方向を示すことができた。 査開始時より増加 評
童 が確実に向上す 業改善を行う。 38,344人 を続けてきたが、 価
生 る指導の充実 ＜数値目標＞ ・調査結果の分析と指導 ・平成 20年度の自ら学習しよう 近年鈍化傾向を示 掲
徒 自ら学習しようとする意欲のあ 方法の改善を報告書に とする意欲のある児童生徒の している。 載
が る児童生徒の割合（アンケート調査 とりまとめ、全市町村 割合 済
才 は平成 16年度から実施） 教育委員会及び全小中 小 81.3% 中 68.5%
能 平成 25年度までに 小 85％ 学校へ配布した。 課題
を 中 75％ ・結果を各学校で分析し、教師
伸 (平成 19年度 小 82.1%中 69.1%) の指導力を高める校内研修を
ば (平成 16年度 小 76.2%中 59％） 充実していく必要がある。
す ※平成 15年度から調査を実施。
こ 対象：小学校 5・6年国算社理
と 中学校 1・2年国数社理英
が
で 理科支援員等配置事業 学校支援課 成果 ［評価の理由］ Ｃ
き 理科の授業における実験・観察 ・配置校 84校 ・配置した学校では、小学校 5 ・平成 19 年度より
る の補助員として小学校 5・6年の ・6 年生の理科の実験・観察 も、28 校多く支
教 授業に理科支援員を配置する。 ・配置学級 299学級 等の体験的な学習が、多くな 援員を配置した
育 (国庫補助事業） (130名) された。 が、数値目標を達
の ＜数値目標＞ ・理科の授業における観察・実 成することができ
推 早期に県内全小学校の 3 分の１ 配置率 21.9％ 験等の体験的な学習の充実を ず、目標達成に向
進 に配置する (平成 20年度 配置した全ての学校で行うこ けて、相当の努力

84校／ 384校） とができたため、児童の自然 を必要とする。
（平成 19年度 56校／ 387校） の事物・現象に対する関心が

14％ 高まった。(配置した学校の児
童へのアンケート結果から）
課題
・理科の支援員を希望する非常
勤講師が郡部で極端に不足し
ており、講師の発掘をさらに
進めて行く必要がある。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成 20年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由 価 評
策 価

一 １確かな学力の育 外国語指導助手配置事業 教育研修課 ・全県立高等学校に 68 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
人 成・個性の伸長 ・全県立高等学校に外国語指導助 名配置した。 ・外国語指導助手および日本人
一 手を配置し、外国語指導助手を ・日本人英語教員との効 教員による熱心な指導がなさ ・数値目標を達成す
人 活用したスピーチ・ディベート 果的なティームティー れ、コンテスト参加者の事後 ることができなか
の ③豊かな表現力や 指導を全ての県立高等学校で行 チングにより、生徒の アンケートで 86％が満足して ったが、スピーチ
児 コミュニケーシ う。 コミュニケーション能 おり、参加者が自分の英語力 コンテストの参加
童 ョン能力の向上 力を育成する授業を行 が向上したことを実感してい 者の満足度は昨年
生 を図る教育の推 った。 る声が多かった。 度よりも順調に 4
徒 進 ・外国語指導助手による ％伸びている。
が 英語小論文の指導、デ 課題
才 ＜数値目標＞ ィベート及びスピーチ ・生徒と外国語指導助手とが、
能 各高等学校におけるスピーチコ の指導等、きめ細かな 話す時間を増やすなどの生徒
を ンテスト参加者満足度 指導を実施した。 の意欲を喚起する工夫をして
伸 100％ いき、満足度を高めることが
ば (平成 19年度満足度 82％） ・代表者による高等学校 必要である。
す 英語スピーチコンテス
こ トを実施した。
と （8月 21～ 22日）
が 90名参加
で
き
る 英語力向上アクションプラン事業 学校支援課 ・小中高英語指導改革プ 成果 ［評価の理由］ Ｂ
教 ・英語コミュニケーション能力の ロジェクトとして、小 ・児童生徒が英語や外国の文化 ・数値目標を達成す
育 向上のために小中高合計 12校を 中高各４校を指定し、 などに対する興味・関心を高 ることはできなか
の 指定し研究を実施する。 成果を公表会で周知し めるとともに、自分の考えを ったが、英語サマ
推 ・英語サマーワークショップ、高 た。 相手にスムーズに伝えること ーワークショップ
進 等学校英語スピーチコンテスト ができるようになってきた。 （小中）は平成 19

を開催する。 ・英語サマーワークショ 課題 年度比 78 名増と
ップ（小中） ・参加者の満足度アンケートに 順調に参加者を増

＜数値目標＞ 8月 6～ 7日 よると、参加して満足してい やし、ワークショ
英語サマーワークショップ 参加者 1,065名 る生徒は 80％(平成 19年度比 ップの満足度も昨
参加者満足度 100％ （19年度 987名） 4 ％増）、力が身に付いたと実 年度よりも 4％ア
(平成 19年度満足度 76％) 感している生徒は 70％（平成 ップした。

・高等学校英語スピーチ 19 年度比 5 ％増）であった。
コンテスト参加者 90名 参加者の希望に沿ってコース
（8月 21～ 22日） 設定の工夫をする必要がある。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

一 １確かな学力の育 能力開花支援事業 学校支援課 登録講師 993人 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
人 成・個性の伸長 県内の優れた指導者を学校の希 講師派遣回数 249回 ・各学校からの希望に基づく講 ・全ての講師派遣要
一 望に応じて派遣し、豊かな感動 （平成 19年度 394回） 師による授業や講演会などを 請校には、講師を
人 ④児童生徒がもつ 体験や多様な学習機会を提供す 受講者数 35,856名 通じて、生き方指導や福祉教 派遣することがで
の 夢や目標を実現 る。 育、心の教育など多様な学習 きたが、昨年度に
児 するための能力 内容を提供することができた。 比べ回数は減少し
童 開花支援等の推 ＜数値目標＞ ており、この事業
生 進 全ての講師派遣要請校に派遣 課題 の積極的な活用を
徒 ・財政事情が厳しい中、限られ 県立学校にＰＲを
が （平成 19年度 394回） た予算を有効活用し事業を推 していく必要があ
才 進していく必要がある。 る。
能
を
伸
ば
す
こ
と
が
で
き
る
教
育
の
推
進
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事務事業の執行状況 点検評価シート
重 平成 ２０ 年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施 実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由 価 評
策 価

１確かな学力の育 県立高等学校授業料免除事業 教育財務課 ＜平成20年度免除実績＞ 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｃ
一 成・個性の伸長 ・要件に該当する生徒（保護者） ・一般免除 2,245名 ・経済的に困窮している生徒（保 ・希望者全員に対し
人 ⑤経済的理由によ を対象に、県立高等学校授業料 127,624千円 護者）で、希望する者に対し て対応することが
一 り修学が困難な を免除し、その修学支援を行う。 全日制（全免） 137名 て修学支援を行うことができ できたが、制度に
人 生徒に対する修 13,869千円 た。 ついて、さらに周
の 学支援の推進 （半免）1,971名 知徹底をする必要
児 111,255千円 がある。
童 定時制（全免） 30名 課題
生 ［県立高等学校授 874千円 ・ 生徒（保護者）に対して、周
徒 業料免除］ （半免） 107名 知が不十分であり、ホームペ
が 1,626千円 ージだけでなく、ガイドブッ
才 ・交通遺児免除 24名 ク等で引き続き制度の周知を
能 2,720千円 する必要がある。
を 全日制 24名
伸 2,720千円
ば 定時制 0名 0千円
す
こ 奨学金貸与事業 教育財務課 ＜平成20年度貸与実績＞ 成果 ［評価の理由］ Ｃ
と ・要件に該当する生徒・学生を対 ・県選奨生奨学金 ・経済的理由等により修学が困 ・奨学金貸与事業
が 象に、奨学金を貸与し、その修 786名 231,430千円 難な生徒・学生に対して、修 は、順調に行うこ
で 学を支援するとともに、滞納者 高校 200名 62,946千円 学支援を行った。 とができたが、社
き ［奨学金］ からの返還を着実に進める。 高専 22名 4,212千円 ・滞納者に対し、年２回、集中 会の経済情勢等の
る 大学 559名 164,272千円 的に文書・電話による督促を 影響から、数値目
教 ＜数値目標＞ ・高等学校奨学金 実施したほか、本人や保護者 標を下回り、滞納
育 滞納額を平成 19年比５％削減 78名 16,632千円 以外に、連帯保証人に対して 件数も平成19年度
の 高校 77名 16,416千円 も督促を実施した結果、新た 比46件増加してお
推 高専 1名 216千円 に償還が始まる奨学金が増え り、目標達成に向
進 ・子育て支援奨学金 たにもかかわらず、滞納額が 1 けて相当の努力を

214名 50,874千円 ％減少した。 要する。
高校 212名 50,442千円 課題
高専 2名 432千円 ・１％滞納額は減少したものの、

滞納件数は大幅に増えている。
滞納整理に更なる努力が必要で
ある。 年度別奨学金滞納額一覧(単位：円）

18 年度以降のカッコ内 年 度 H18 H19 H20
は滞納件数→→ 県奨学生奨学金 27,049,300(664) 26,331,300 (650) 24,770,650(645)

高 校 奨 学 金 815,400 (36) 1,759,800 (74) 2,992,600(123)
子育て支援奨学金 ＝＝ ＝＝ 39,900 （2）
合 計 27,864,700 (700） 28,091,100(724) 27,803,150(770)
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

２幼児期からの教 幼稚園教育課程講習会の開催 学校支援課 ・岐阜市、大垣市、多治 成果 ［評価の理由］ Ａ Ａ
一 育の充実 ・幼稚園教育課程講習会を開催し、 見市において、幼稚園 ・私立幼稚園教諭や、保育園の ・県内 3カ所で実施
人 新幼稚園教育要領の周知を図る。 教育課程講習会を開催 保育士も昨年よりも多くの参 し、予定参加者数
一 ①幼児一人一人の した。参加数 318名 加者があり、新幼稚園教育要 を大きく上回るこ
人 発達に応じ、生 ＜数値目標＞ 領の周知を図り、共通理解を とができた。
の きる力の基礎を 幼稚園教育課程講習会参加数 図ることができた。
児 はぐくむ指導の 200名 参加者 昨年比

童 推進 (平成 19年度実績 185名） 公立幼 156 55増
生 私立幼 88 45増
徒 保 育 74 33増
が
才 ２幼児期からの教 岐阜県幼児教育のあり方検討委員 学校支援課 ・岐阜県幼児教育の在り 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
能 育の充実 会の開催 方検討委員会を２回開 ・岐阜県幼児教育のあり方検討 ・平成 21年度に「幼
を ・就学前教育と小学校教育の連携 催した。 委員会において就学前教育と 児教育アクション
伸 ②就学前教育と小 推進の必要性や具体的な方法に 小学校教育の連携推進につい プラン」作成に向
ば 学校教育の連携 ついて検討し、平成 21年度まで て検討を進めた。 けて順調に準備を
す 推進 に幼児教育アクションプランを ・幼児教育アクションプ ・幼児と児童との交流 86％ 進めることができ
こ 作成する。 ラン作成に向けて準備 (平成 19年度比 7％増) た。
と を進めた。 課題 ・数値目標は達成で
が ＜数値目標＞ ・未実施幼稚園はカリキュラム きなかったもの
で 幼稚園における幼児と児童の交 ・幼児と児童の交流を各 の見直しがまだできていない の、幼稚園と小学
き 流実施率 100％ 園で実施した。 ために、早急に交流を位置付 校の交流について
る (平成 19年度 79％) けたカリキュラム改善を進め は、昨年度よりも
教 るように促す必要がある。 ７％増加した。
育
の ２幼児期からの教 親と幼稚園が進める心の教育推進 学校支援課 ・４園をモデル園として 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
推 育の充実 事業 指定した。 ・研究指定園４園の研究成果や ・子育て支援は 100
進 ・幼稚園教育のあり方について、 実践をまとめ、県内全ての公 ％実施されており
③幼稚園における モデル園４園を指定し、実践成 ・全ての幼稚園において 私立幼稚園に配布し、各幼稚 保護者へのフォロ
子育て相談・預 果を広めるとともに、各幼稚園 子育て支援教室を実施 園での指導に役立てるように ーの体制ができた
かり保育等、子 において、子育て支援教室を開 した。 した。 が、モデル校の実
育て支援活動の 催する。 ・子育て支援教室 100％実施 践を広めるための
充実 課題 取組が必要であり

＜数値目標＞ ・幼稚園からは、実践をさらに モデル校の教師に
幼稚園における子育て支援教室 多く紹介して欲しいという声 よる出前講座等で
の実施率 100％ があり、実践を今後も積み重 実践の普及をして

ねて広めていく必要がある。 いく必要がある。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施 価 評
策 実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由

価

一 ３教職員の資質向 教職員の民間企業等への派遣 教 職 員 課 ・小学校教諭１名、中学 成果 Ａ Ａ
人 上 ・教職員の資質向上を図るため、 校教諭１名、高等学校 ・民間企業等の実務を通して幅 ［評価の理由］
一 小学校教諭 1 名、中学校教諭 1 教諭１名を１年間民間 広い人間性と知識を修得する ・研修を終えた職員
人 ①教職員研修の充 名、高等学校教諭 1 名を民間企 企業 3社へ派遣した。 ことにより、岐阜県教育の推 の仕事に対するモ
の 実（ライフステ 業等へ派遣し、長期社会体験研 進者としての資質向上のため チベーションが高
児 ージや個々の課 修を行う。 に貴重な体験をさせることが く、学校で他の職
童 題・時代の変化 できた。 員への波及効果も
生 に対応した研修 あり、事業を継続
徒 等） して進めていく必
が 要がある。
才 ・この他に、教育研修課 ・研修者は主に管理職として学
能 において教頭･教務主 校現場に復帰し、民間企業で
を 任等を 1ヶ月程度、民 修得した指導力を生かし職員
伸 間企業 16社に 17名を の資質向上や学校経営に取り
ば 研修派遣をした。 組んだり、成果を他の管理職
す に広めたりした。
こ
と
が
で
き
る
教
育
の
推
進
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

一 ３教職員の資質向 人物本位の教員採用選考 教 職 員 課 ・優秀な人材確保のため 成果 Ｂ Ｂ
人 上 に、年齢制限を「40 ・受験者の経験や考え方、表現 ［評価の理由］
一 ・より人物重視の採用を行うため 歳以下」から「45 歳 能力や態度など、教師として ・面接官に民間の人
人 ②人物本位の教員 に面接試験を工夫するとともに、 以下」とした。 の適性を多面的に評価するこ 事担当者や臨床心
の 採用選考 実践的指導力を推し量る実技試 ・第２次試験の中で、自 とができた。 理士等教員系以外
児 験を行う。 己の個性や教師への適 を目標以上に登用
童 性をアピールするプレ できた。
生 ゼンテーション面接を
徒 行った。（小中学校、 ・情報開示や説明責
が 養護教諭で実施） ・採用試験の透明性の確保とと 任を踏まえ、より
才 ・第 2次試験の中で、受 もに、配点等を公表すること 透明性・公平性を
能 ・情報開示や説明責任を踏まえ、 験生が実際に生徒の指 により透明性を高め、受験者 高める採用試験を
を より透明性・公平性を高める採 導に当たる実技試験を への参考となる情報提供がで 実施してきたが、
伸 用試験を行う。 実施。（中学校７教科、 きた。 試験問題の公開な
ば 養護教諭で実施） どにより、さらに
す ・第 2 次試験の面接官 ・採用試験の実際を公開するこ 透明性を高める必
こ に、企業の人事担当者、 とで、教員採用試験の透明性 要がある。
と 臨床心理士等の教員以 や公平性を示すことができた。
が 外の職員を登用した。
で ・面接官の 33.3%を教員
き 系以外から登用した。
る
教 ＜数値目標＞
育 面接官に企業の人事担当者・臨 ・採用試験の内容や配点 課題
の 床心理士等を 30％以上登用 等その概要を公開し ・大学関係者等からの意見をさ
推 た。 らに生かし、採用試験を改善
進 ・第 2次試験において、 していく必要がある。

実際の採用試験の様子
を大学関係者に公開し
た。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

一 ３教職員の資質向 教職員の健康管理 教 職 員 課 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
人 上 ・約 120項目にわたる問診による ・職員自身が心の状態を客観的 ・ストレスチェック
一 診断（ストレスチェック）と対 に把握することができた。 の診断参加率と生
人 ③教職員の健康の 処法等のアドバイスを実施する 活習慣病に対する
の 維持・増進 ・新任教頭、岐阜・飛騨地区の 生活改善セミナー
児 教務主任、進路指導主事、生 参加受講率は、数
童 徒指導主事及び養護教諭に実 値目標を達成でき
生 施する。 なかったが、スト
徒 ＜数値目標＞ ・ストレスチェックを ・ストレスチェックの実施人数 レスチェックの診
が 対象者 215名(参加率 100％) 205名に実施した。 は昨年比 33名の増加 205名 断参加率は平成
才 平成 19年度対象者 201名 （95.3％） 19 年度に比べ 10
能 (85％） (平成 19年度 172人 85％） ％伸び、生活改善
を ・公立学校共済組合岐阜支部が実 ・30 歳以上の希望する セミナー参加受講
伸 施する人間ドックへ３０歳以上 職員に対し人間ドック 率は 20 ％近く増
ば の職員で希望する職員全員の経 を実施した。 加した。
す 費を負担する。 （30 歳以上の職員で
こ 希望する職員は全て受
と 診した。） 課題
が ・職員の心の病に対応するための ・県内６箇所で実施し
で 専門医による相談窓口を県内 6 た。 ・職員が気軽に専門医に相談す
き カ所に設置する。 →相談件数 421 件 ることにより、メンタル疾患
る の予防、早期受診による早期
教 ・生活習慣病に対する生活改善セ ・禁煙、腰痛、運動、生 回復を図ることができたが、
育 ミナーを開催する。 活改善に関する各種セ さらに教職員にＰＲし、相談
の ミナ－を実施した。 をしやすくしていく必要があ
推 ＜数値目標＞ 参加人数 1,357 名 る。
進 生活改善セミナー受講率 100％ のうち、

（毎年地区持ち回りで実施） 生活改善セミナー ・生活改善セミナー参加率 65.5%
対象者 29名 参加者 19名 ・生活習慣病に対し、予防方法

平成 19年度東濃・可茂・美濃地区 等普及することにより、職員
対象者 39名 が自己の健康に対して関心を
参加者 18名 もち生活改善を図ることがで
(受講率 47.6%) きたが、職員への周知をさら

にし、参加者数を増やしてい
く必要がある。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

一 ３教職員の資質向 教員免許更新制度導入 教 職 員 課 ・免許状更新講習の開設 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
人 上 ・免許状更新講習の円滑な実施に に向けて、ネットワー ・県内 12大学等、県教委、岐阜 ・学校勤務者以外に
一 向けて、免許状更新講習の開設 ク大学コンソーシアム 市教委が連携し、必修領域 15 対して制度の周知
人 ④教員免許更新制 を大学と連携・協力して行う。 岐阜教員免許更新制専 講座、選択領域 341 講座の開 をさらに図る必要
の 導入に向けた取 門部会等の会議を開催 設ができた。 があるが、教育関
児 組の推進 した。 係機関に勤務する
童 全ての必要な対象
生 ・県内の受講対象者に教員免許更 ・県内 12 市 2 町におい ・教員免許更新制に関する説明 者に対して周知す
徒 新制を周知する。 て教員免許更新制説明 会は予定の回数を実施した。 ることができた。
が 会を延べ 27 回開催し ・県内の受講対象者
才 ・県内教員への周知 たほか、県広報誌等に ・学校勤務者等に教員免許更新 数に対して十分な
能 県内 12市 2町で説明会を より制度の周知を図っ 制の概要及び具体的手続きを 数の講座を確保す
を 27回実施 た。 周知することができた。 ることができた。
伸 説明会対象者
ば ・県広報誌を通して学校勤 市町村教育委員会、
す 務者以外に周知 私立学校（幼稚園）、
こ 関係市町（児童福祉
と 担当課）、校長（園
が 長）、教頭、教諭、 課題
で 県立学校教職員 ・学校勤務者以外に対し、制度
き の定着に向けて、引き続き制
る 度の周知を図る必要がある。
教
育
の
推
進
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

一 ４健康・体力つく 学校体育指導事業 スポーツ健康 ・体育実技講習会の実施 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
人 りの推進 小・中・高等学校における体育 課 小：383校（388名参加）・講習会参加者が、各学校にお ・体育実技指導協力
一 指導者の指導力を向上させるた (各教育事務所単位で いて、伝達できるようにした。 者を希望する全て
人 ①進んで運動に取 めの講習会を開催する。 2日間実施） の学校に派遣する
の り組む実践力の また、体育実技指導協力者を 中：飛騨 25校(25名参加） ことができた。
児 育成 希望する全ての小中学校へ派遣 高：岐・西 42校 また、体力・運動
童 し、教師の指導力向上と児童生 (68名参加） 能力調査結果にお
生 徒の運動能力向上を進める。 小は全小学校、中高と いて全国平均を上
徒 も各地区全学校から参 回る種目の割合
が 加者があった。 は、平成 20 年度
才 ・体育実技講習会参加者数 には大きく改善し
能 小：全小学校参加 ・文部科学省が主催する中央研 た。
を 中：飛騨地区全中学校参加 ・文部科学省が主催する 修での内容を冊子にまとめ、 ・学校への体育実技
伸 高：岐阜・西濃地区 子どもの体力向上指導 県内全公立学校に配布した。 指導協力者の派遣
ば 全学校参加 者養成研修へ体育指導 は、数値目標を達
す 者を 10日間派遣した。 成したものの、派
こ ※中高は、各地区毎年持ち 小・中・高教員各 4名 遣を希望する学校
と 回りで実施。 合計 12名 数が減少してお
の ＜数値目標＞ り、今後、更なる
で ・体育実技指導協力者を希望する ・体育実技指導協力者を ・小学校の水泳の授業に指導協 利用啓発が必要で
き 全ての学校に派遣する。 希望する全ての学校に 力者を派遣し、体育担当教員 ある。
る （平成 19年度 派遣した。 の指導力を向上させることが
教 114校のべ 189名を派遣。 小学校 95 校へ、のべ できた。
育 希望校 167校 68％） 169 名の指導協力者を
の 派遣した。 ・体力・運動能力調査結果にお
推 ・体力・運動能力調査結果におい いて全国平均を上回る種目の
進 て全国平均を上回る種目の割合 割合（平成 20年度）

平成 25年度までに 小 学 校 43.8%
小 学 校 50% 中 学 校 63.0%
中 学 校 65% 県立高等学校 94.4%
県立高等学校 80% 課題

・中学校体育担当教員の指導力
（平成 15～ 19年度平均 をさらに向上させるためには、
小学校 31％ 体育実技講習会の実施種目を
中学校 41％ 増やす必要がある。
県立高等学校 74％）
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

一 ４健康・体力つく 運動部活動指導者派遣事業 スポーツ健康 ・97 名の社会人指導者 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
人 りの推進 運動部活動の活性化のために中 課 を 97校に派遣した。 ・指導者が不足している運動部 ・複数の学校の希望
一 学校の運動部活動に社会人指導 （派遣数が減ったのは、 活動へ指導者を派遣し、より を調整し、指導者
人 ②学校運動部活動 者を派遣する。 隣接中学が合同で指導 専門的な指導を受けさせるこ の派遣の効率性を
の の推進 を受け、結果的には派 とができた。 高める等の工夫を
児 ＜数値目標＞ 遣校数はのべ 115校 課題 することにより、
童 平成 19年度派遣数以上 になった） ・今後は、指導者を有効に活用 中学校では昨年度
生 (19年度 101名・101校) する工夫が必要である。 比 14 校増、高校
徒 では 1 校増と、そ
が 強化運動部指導者派遣事業 スポーツ健康 ・118 名の社会人指導者 成果 れぞれ増やすこと Ｂ
才 高等学校の運動部活動において 課 を 45校に派遣した。 ・指導者が不足している運動部 ができ、希望する
能 競技力の向上を目指す学校に対 活動へ指導者を派遣し、より 全ての学校に派遣
を し、専門的技量を有する社会人 専門的な指導を受けさせるこ をすることができ
伸 指導者を派遣する。 とができた。 た。
ば 課題
す ＜数値目標＞ ・今後は、指導者を有効に活用
こ 平成 19年度派遣数以上 する工夫が必要である。
と (19年度 121名・44校)
が
で 特別支援学校ふれあいスポーツ大 スポーツ健康 ・大会には県内の全ての 成果 ［評価の理由］ Ｂ
き 会 課 特別支援学校 14 校の ・障がいの実態に応じ参加でき ・保護者へのアンケ
る （主催：岐阜県特別支援学校体育 333 名の児童生徒が参 るよう、各種のゲームやダン ート結果の満足度
教 連盟） 加した。 スで構成され、児童生徒の運 の数値目標は達成
育 県内の特別支援学校の児童生徒 動量の確保ができた。 することができな
の が一堂に会して、日頃の部活動 10月 22日（水） ・調査で 97％の保護者が満足。 かったが、満足度
推 ・体育・スポーツ・レクリェー 岐阜メモリアル 課題 は昨年度より 6％
進 ション活動の成果を発表する大 センターで開催 障がいに合わせて誰もが楽し アップし、97%

会の開催経費を支援する。 んで運動できる工夫が必要で にすることができ
あり、障がいの様子にさらに た。

＜数値目標＞ 配慮して運動ができる工夫を
保護者満足度調査 100％ 保護者は望んでいる。
（19年度 満足度 91％）
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

一 ４健康・体力つく 高校運動部活動振興費補助 スポーツ健康 ・全ての県立高校と特別 成果 ［評価の理由］ Ｂ 前
人 りの推進 ・高等学校運動部活動を活発にす 課 支援学校高等部の運動 ・運動部活動への加入率は目標 ・過去最高加入率 頁
一 るため、県立高校と県立特別支 部活動の経費を助成し 値を維持することができ、生 51.8％に至らなか に
人 ②学校運動部活動 援学校高等部の運動部活動に要 た。 徒が部活動を活発に行うこと ったが、部活動加 総
の の推進 する経費に対し助成する。 ができた。 入率は数値目標を 合
児 ＜数値目標＞ 平成 20年度 維持することがで 評
童 運動部活動加入率 50％維持 部活動加入率 50.8% きた。 価
生 運動部活動加入率変化 掲
徒 平成 16年度 48.5% 課題 載
が 平成 17年度 50.8% ・限られた予算を有効に活用し、 済
才 平成 18年度 50.4% 事業を推進していく必要があ
能 平成 19年度 51.8% る。
を
伸 ４健康・体力つく 子どもの健康を守る地域専門家総 スポーツ健康 ・専門医等の講師を学校 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
ば りの推進 合連携事業 課 の要請に応じて派遣し ・児童生徒の実態や保護者、学 ・平成 20 年度は、
す ・地域の専門医等を学校に派遣し、 児童生徒、保護者に対 校に対して、健康相談・研修 希望する全ての学
こ ③健康の保持増進 健康相談・講演会・研修会等を する心身の健康問題の を実施することができ、家庭、 校に派遣すること
と を図る学校保健 希望する全ての学校で行う。 相談や教職員に対する 地域にも健康についての啓発 ができたが、学校
が の充実 ［講師］ 研修を実施し、希望を を行うことができた。 においては派遣事
で 岐阜県医師会、岐阜県歯科医師 する全ての学校に派遣 業の指導だけに終
き 会、岐阜薬剤師会からの推薦に することができた。 わるのではなく、
る 基づく講師、大学教授 事前・事後指導
教 等、年間計画に位
育 （平成 19～ 21年度 県内公立学校に対する 置付け、系統的な
の 国庫補助事業） 専門医等の講師の派遣 指導を進める必要
推 41回 課題 がある。
進 (県立高校 9回 ・学校の要請をふまえて、食育

小中学校 32回） ・性感染症等様々な問題につ
いても対応できるようにする
ために講師と協議をして派遣
をするような対応が必要であ
る。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由 価 評
策 価

一 ４健康・体力つく 栄養教諭の配置 スポーツ健康 ・栄養教諭の任用 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｃ
人 りの推進 ・栄養教諭の計画的な配置（県内 課 平成 20年度は 0名 ・栄養教諭を配置することがで ・食育をさらに推進
一 全地区へ）及び「食育推進地域」 平成 19年度は 4名 きなかったが、平成 21年度に していくために、
人 ④食育の推進 の成果等の普及をする。 ・栄養教諭については、 向けては、大幅な採用を図る 栄養教諭のさらな
の （学校給食を核 平成 21 年度からの任 ように準備をすることができ る採用が必要であ
児 とした食に関す ＜数値目標＞ 用に向けて 1月 24日 た。 る。
童 る指導の充実、 栄養教諭の任用 ９名 に任用替え試験を実施 ・938 名の参加者を得て、「学校
生 児童生徒の体験 し、78名を内定した。 ・家庭・地域の連携」テーマ
徒 学習や食育に関 食育推進フォーラムを開催し ・「岐阜県食育推進フォ に食育推進のあり方を研究で
が する教員研修の 成果を県内に広める ーラム」 11月 9日 きた。
才 推進、ＰＴＡと 参加者目標 800名 可児市で開催。 課題
能 連携した取組 「食育推進地域」（多治 ・各学校において、栄養教諭の
を 等） 見・本巣・大野）の成 教育活動における活用につい
こ 果等を県内各学校に周 て、更なる実践の積み重ねが
と 知できた。 必要である。
が ・各校の食育年間指導計画の吟
で 味修正を進める必要がある。
き
る 食育推進委員会の校内設置 スポーツ健康 ・平成 20 年度、県内全 成果 ［評価の理由］ Ａ
教 ・食育推進に向けた校内等の体制 課 小中学校に「食育推進 ・「食育推進委員会」により校内 ・県内の全小中学校
育 を整備する。 委員会」を設置した。 の食育推進体制の整備ができ に「食育推進委員
の ＜数値目標＞ た。それに伴い、食育年間指 会」を設置できた。
推 食育推進委員会設置小中学校 100％ 導計画を作成できた。
進

食育による基本的生活習慣の確立 スポーツ健康 ・各学校における指導の 成果 ［評価の理由］ Ｃ
・児童生徒の望ましい生活習慣の 課 の結果、朝食欠食者は ・「食育推進委員会」が整備され ・朝食欠食者の割合
確立をするために朝食欠食を減 減少している。 て、食に関する指導の全体計 は年々改善してき
らす。 画を作成し、朝食摂取の重要 ているが、平成 24
＜数値目標＞ 性や食事内容の充実等、栄養 年度までに目標達
平成 24年度までに朝食欠食者 教諭等と学級担任等の連携の 成をするために
・小学生：4.1％→ 0％ 下、食に関する指導が具体的 は、家庭のさまざ
・中学生：8.4％→ 0％ に行われるようになった。 まな問題を克服し
（18年度） 課題 ていく必要があ

・朝食欠食が家庭に起因する児 り、目標達成に向
童生徒に対し、個別の指導を けて相当の努力を
継続的に行う必要がある。ま 要する。
た、生活習慣の改善を指導し

（平成20年度学校給食実態調査より週に１日で ていくために相当な努力が必
も朝食を食べない児童生徒の割合） 要である。

％
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成 20年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

一 ４健康・体力つく 「育てる→調理する→食べる」ま 教育研修課 食育に関する研修状況 成果 ［評価の理由］ Ｂ 前

人 りの推進 での一貫した研修の実施 教職員研修 (名) ・専門研修においては、「地域の伝 ・教員研修・児童生 頁

一 ・専門研修 321 統的な食文化」「食と農と自然と 徒体験学習の満足 に
人 ④食育の推進 ・食育に関する教職員向けの体系 (農作物の栽培、収穫、 生命のつながり」(岐阜県食育推 度の数値目標は達 総
の 的な体験研修を行う。 加工、食育に関する 進基本計画が目指す目標)の分野 成できなかった 合
児 授業法の研修） に重点を置いた食育研修を行っ が、教員研修は、 評
童 ＜数値目標＞ た。 平成 19 年度より 価
生 教員研修満足度 100％ ・教員研修者数が平成 19年度 も 4％満足度が上 掲
徒 (平成 19年度 84％) より増加した。 321名 昇し、児童生徒の 載
が （平成 19年度 267名） 体験学習も平成 済
才 研修者満足度 88％ 19 年度に比べ 6
能 ・初任者、経年研修 266 ％伸びた。
を (野菜栽培、食品加工に関 ・初任者、経年研修 266名
伸 する体験的な研修) (対象者全員参加)
ば ・「子どもかがやきプラン・食 初任者研満足度 83 ％
す 農教育サポート研修」新設。

こ 5回実施参加者数 188人
と
が ・総合教育センター可児分室に 児童生徒の体験学習 ・土曜親子体験学園に食文化に
で おいて、農作物の栽培・収穫・ （食育体験関係分）(名) 関する講座を新設し食への関
き 加工体験、親子のコミュニケー ・幼稚園 1,206 心を高めることができた。
る ションをとりながらの農作業な ・小学校 506 土曜講座昨年度比 2講座増
教 ど児童生徒向けの体験学習を行 ・高等学校 1,132 土曜親子体験学園 240名
育 う。 ・特別支援学校 162 （平成 19年度 135名）
の ・参加後のアンケートによる満
推 ・不登校児童、生徒の農業 足度調査では、平均 91％が満
進 ＜数値目標＞ 体験 108 足であった。

親子（児童生徒）参加者 ・土曜親子体験学園 240 幼稚園体験学習 1,206名
満足度 100％ （平成 19年度 944名）

（平成 19年度参加者満足度 85％) 課題
・教員研修では食育にかかわる
研修の充実の声が多く、児童
保護者からは、家庭でも応用
できる内容を望む声があった。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由 価 評
策 価

一 ５特別支援教育の 特別支援学校の整備推進等 特別支援教 ・岐阜本巣特別支援学校 成果 ［評価の理由］ Ａ Ａ
人 推進 「子どもかがやきプラン」に基 育課 及び海津特別支援学校 ・揖斐特別支援学校を整備し、 ・平成 20 年度は、
一 づき、計画的に特別支援学校を が開校した。（4月1日） 利用希望者への対応ができた。 計画を上回って整
人 ①子どもかがやき 整備する。 ・東濃特別支援学校可茂 また、飛騨特別支援学校下 備を順調に進める
の プランの推進 ＜数値目標＞平成 20年度 分室及び恵那特別支援 呂分校の整備を 1 年前倒しす ことができた。
児 新設校（揖斐特別支援学校） 学校高等部を設置し ることができた。
童 1校を整備完了 た。（4月 1日） ・スクールバスについては、民
生 スクールバス 3台整備 ・揖斐特別支援学校及び 間事業者から 2 台の寄付を受
徒 平成 30年度までに 飛騨特別支援学校下呂 け、5台の整備ができた。
が 20校を整備 分校の整備が完了し (累計 28台整備)
才 (平成 20年度末 14校） た。
能 平成 30年度までに ・スクールバスの新規整 ・スクールバスの片道乗車時間
を スクールバス 45台整備 備（5台導入）をした。 が 60分を越える児童生徒の割
伸 （平成 20年度末 28台） ・関特支 （大型） 合
ば スクールバスの片道乗車時間が ・揖斐特支（中型） 平成 20年度 23.9％
す 60分を越える児童生徒の割合 ・郡上特支（マイクロ）
こ 平成 20年度 24％ ・海津特支、可茂分教室
と 平成 25年度 12％ （マイクロ）
の
で ５特別支援教育の 特別支援教育の教職員の資質向上 特別支援教 ・県内の 6 地区（6 教育 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
き 推進 ・小・中学校及び特別支援学校の新 育課 事務所）で「特別支援 ・満足度調査によると、「様々な ・満足度は平成 19
る ②障がいのある幼 任特別支援教育コーディネータを 教育コーディネータ研 障がいに対する理解」の研修 年度を上回った
教 児児童生徒に対 対象にした研修会を開催する。 修」を開催した。 については高い評価があった。 が、数値目標を達
育 する教育の充実 ＜数値目標＞ （参加者 401人） 参加者満足度 72％ 成することはでき

参加者目標 401名 課題 なかった。特別支
コーディネータ研修会参加者 ・具体的な実践事例の交流を多 援教育コーディネ
満足度 100％ (平成 19年度 70％) くしたいという意見が参加者 ータ研修では、対
・特別支援学校がセンター的な機 から多くあった。 象の参加者は全て
能を果たすため、教職員の多様 ・全ての特別支援学校で 成果 参加することがで
なニーズに応える研修を行う。 センター的機能を果た ・多様な研修ニーズに応えられる きた。また、特別
＜数値目標＞ すための相談活動を含 ように相談活動以外の複数講座 支援学校高等部卒
全特別支援学校で相談活動を含 めた研修を行った。 を開講する特別支援学校が出て 業生の就職率は厳
めた研修講座を開講する。(14校） きた。 しい不景気の中 4
・特別支援学校高等部卒業生の ・特別支援学校高等部卒業生の ％減にとどめるこ
就職率平成 25年度までに 50％ 就職率 34％（平成19年度38％） とができた。

・個別の教育支援計画作成率 ・個別の教育支援計画作成率
平成 25年度までに 平成 19年度比→ 公立幼稚園 31.3%（＋ 13.9%)
公立幼稚園 50%小学校 100% 小学校 60.2%（＋ 11.2%)
中学校 100% 中学校 66.0%（＋ 24.9%)
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

一 ５特別支援教育の 発達障がいを支える心のネットワ 特別支援教 ・要請のあった全ての小 成果 Ｂ Ｂ

人 推進 ーク事業 育課 中学校等にキャラバン ・キャラバン隊の活動によって、［評価の理由］

一 （平成 19・20年度ふるさと再生基 隊を派遣し理解啓発活 発達障がいの児童についての ・平成 20 年度の事
人 ③幼稚園、小中学 金事業） 動を実施した。 理解を通常学級の児童・保護 業については概ね

の 校の通常学級、 ・発達障がいのある子どもの支援 派遣校数 19校 者に周知できた。 実施できた。

児 高等学校に在籍 が円滑に行われるよう、通常学 ・発達障がいフォーラム ・フォーラムの開催により関係機 本事業は、ふるさ

童 する発達障がい 級の児童生徒やその保護者に対 を西濃、可茂、美濃の 3 関との指導方法や支援内容に と再生基金を活用
生 のある幼児児童 する理解啓発を行う。 地域で開催した。 ついて研修を深めることがで し、平成 19・20
徒 生徒への支援 ＜数値目標＞ 発達障がいフォーラム きた。 年度の事業のた

が キャラバン隊の派遣 20校 参加者数 フォーラム等参加者数 406名 め、本年度をもっ

才 西濃 85名 ・高等学校において発達障がい て終了した。

能 ・発達障がいの児童生徒に対する 可茂 63名 計 のある生徒に個に応じた指導

を 支援内容を理解するため、発達 美濃 70名 218名 ができた。

伸 障がいフォーラム等を開催する。 ・「発達障がい児支援に

ば ＜数値目標＞ 関する連携セミナー」 課題

す フォーラム等参加者 を実施した。 ・発達障がいの児童について多

こ 合計 400名 発達障がい児支援に関 くの通常学級の児童や保護者

と （発達障がいフォーラム・「発達 する連携セミナー の理解を深めるための取組が

の 障がい児支援に関する連携セミ 8月 30日大垣市 今後も必要である。

で ナー」） 参加者 188名 全就学者に占める障がい

き ・県内全ての県立高等学 がある子どもの割合の推移

る ・発達障がいのある生徒をサポー 校に「発達障がい等の （岐阜県）↓

教 トするための「発達障がい等の 指導委員会」を設置し、

育 指導委員会」を全ての県立高等 専門家を高等学校へ派

学校に設置する。 遣し発達障がいのある

＜数値目標＞ 生徒をサポートした。

県立高等学校における「発達障 100％設置。
がい等の指導委員会」設置率

100％

2.21%

0.55%

1.15%

0.50%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

S58 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19
（年度）

全体

通級

特別支援学級

特別支援学校



- 28 -

事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成 ２０ 年度の実績・成果と課題 総
点 評 合
施 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

一 ６キャリア教育の キャリア教育実践プロジェクト事 学校支援課 ・山県市、関ヶ原町、坂 成果 ［評価の理由］ Ａ Ａ
人 充実 業 祝町、多治見市、下呂 ・地域の人々の協力を得ながら ・県内全ての中学校
一 ・地域の教育力を最大限に活用し、 市の 5 地区 19 校が 5 中学校における職場体験が実 で 1日以上の職場
人 ①望ましい勤労観 中学生を対象に職場体験等を実 日間以上の体験活動実 施できた。 体験活動を実施し
の 職業観を身に付 施する。 施した。 た。
児 け、地域社会や (平成 19・20年度国庫補助事業） ・平成 20年度は全中学校におい
童 産業界で活躍で ＜数値目標＞ て 1 日以上の職業体験を実施
生 きる人材を育成 モデル地域を 5地域指定する。 することができた。
徒 する教育の推進 県内全中学校における 1 日以上 ・中学校における職場
が 職場体験 実施率 100％ 体験実施率 100％
才 (平成 19年度 96.3%) (1日以上の職場体験）
能 平成 21年 1月文科省調査
を
伸 ６キャリア教育の 飛び出せスーパー専門高校生 学校支援課 実施校 8校 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
ば 充実 ・各専門高校等が、地域企業等の 岐阜農林高校、岐南工 ・専門高校生が、地元企業や研 ・満足度が 88 ％で
す ②地域の産業界と 協力を得ながら、「地域課題の解 業高校、岐阜各務野高 究施設を利用して、課題を解 あり、数値目標に
こ 連携した、就業 決」、「ものづくり」、「人づくり」 校、岐阜城北高校 決するプロセスを通して、課 達することがきな
と にかかわる体験 を視点にして、高校生がもって 恵那農業高校、中津川 題解決能力を高め、産業に携 かった。
が 的な学習 いる課題を解決し、成果を発表 工業高校、土岐商業高 わることの意識を高めること 参加企業等の意
で する。 校、坂下高校 ができた。 見も参考にし、改
き (平成 20・21年度国庫補助事業） 8校参加者満足度 88％ 善していく必要が
る 取組内容 ある。
教 ＜数値目標＞ ・植物栽培によるダム湖
育 実施校 8校の参加生徒の の水質浄化 課題
の 満足度調査結果 100％ ・介護・保育の技術を活 ・通常の授業では解決できない
推 用した地域の福祉コミ 課題について取り組んだこと
進 ュニティーづくり 他 に殆どの生徒が満足したもの

の、研究時間に時間的な制約
・課題解決の過程や成果 があり、さらに研究を深めた
を公表する合同発表会 いという生徒の意見があった。
を岐阜・東濃地区で開 研究の進め方について今後
催した。 工夫をする必要がある。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

一 ７産業教育の充実 農業高校生海外実習派遣事業 学校支援課 派遣期間 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
人 ・農業後継者育成のため、農業高 7 月 18 日～ 8 月 8 日 ・平成 20 年度派遣生の 10 名中 ・昨年度よりも数値
一 ①産業構造の変化 校生をブラジル・オランダへ派 （22日間） 7 名が農林業に関係した分野 目標は上昇してい
人 に的確に対応で 遣する。 派遣人員 に就業（進学）しており、農 るが、わずかに達
の きる基礎・基本 農業高校生 10名 業従事者養成に大きく貢献し 成できなかった。
児 と実践的な知識 ＜数値目標＞ 引率指導者 2名 た事業になっている。（在学者 ・本事業は 31年間
童 ・技能の習得の 参加者の農業関係就業率 ・ブラジルにおける大規 2名） 継続されており、
生 推進 (農業関係の進学も含む） 模機械化農業経営と、 就業率 87.5％ 平成 20年度参加
徒 90％ オランダにおける環境 ・過去 5 年平均して事業参加者 の 87．5％が農業
が （平成 19年度 66.6％） 保全型農業経営を体験 の 70％が農業関係に就業（進 関係に就業及び農
才 ・視察をした。 学）している。 業関係への進学を
能 毎年 10名程度の生徒の派遣 課題 している。
を ・農業への魅力をさらに広める
伸 必要がある。
ば
す ７産業教育の充実 目指せスペシャリスト事業 学校支援課 ・実施校 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
こ 地元の企業や研究施設の協力を 恵那農業高校、 ・将来、企業において、貢献で ・満足度は、昨年度
と ②地域・産業界と 得ながら、専門性の高い技術を 岐阜各務野高校 きるスペシャリストとしての 比で 7.6%上昇し
が の連携型事業の 身につけることを目指して、実 ・取組内容 技術開発をするための体験を ているものの、数
で 推進による職業 践校を 2 校指定し、商品開発や 恵那農業高校 することができた。 値目標を達成でき
き 選択能力、起業 作品制作を行う。 オリジナル蘭の開発 ・参加した生徒が高い職業観を なかった。
る 家精神等の育成 (平成 19・20年度国庫補助事業） 岐阜各務野高校 もち、実習した研究等への進
教 ディジタルクリーエ 路を強く希望するようになっ
育 ーターとしてのＣＧ た。 ・本事業は平成 20
の 作品作成 実施校 8校の参加生徒の 年度を持って終了
推 ・課題解決の過程や成果 満足度調査結果 96.6％ した。
進 ＜数値目標＞ を公表する合同発表会 課題 (国庫補助事業廃

実施校 8校の参加生徒の を岐阜・東濃地区で開 ・研究時間に時間的な制約があ 止に伴う終了）
満足度調査結果 100％ 催した。 り、さらに研究を深めたいと
(平成 19年度満足度 89％） いう生徒の意見があり、研究

の進め方について今後工夫を
する必要がある。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

一 ７産業教育の充実 飛び出せスーパー専門高校生 学校支援課 実施校 8校 成果 ［評価の理由］ Ｂ 前
人 ②地域・産業界と 各専門高校等が、地域企業等 岐阜農林高校、岐南工 ・専門高校生が、地元企業や研 ・満足度が 88 ％で 頁
一 の連携型事業の と協力を得ながら、「地域課題の 業高校、岐阜各務野高 究施設を利用して、課題を解 あり、目標には達 に
人 推進による職業 解決」、「ものづくり」、「人づく 校、岐阜城北高校 決するプロセスを通して、課 しなかった。 総
の 選択能力、起業 り」を視点にして、高校生が持 恵那農業高校、中津川 題解決能力を高め、産業に携 参加企業等の意 合
児 家精神等の育成 っている課題を解決し、成果を 工業高校、土岐商業高 わることの意識を高めること 見も参考にし、改 評
童 発表する。 校、坂下高校 ができた。 善していく必要が 価
生 (平成 20・21年度国庫補助事業） 8校参加者満足度 88％ ある。 掲
徒 ・課題解決の過程や成果 載
が ＜数値目標＞ を公表する合同発表会 課題 済
才 実施校 8校の参加生徒の を岐阜・東濃地区で開 ・研究時間に時間的な制約があ
能 満足度調査結果 100％ 催した。 り、さらに研究を深めたいと
を いう生徒の意見があった。
伸 研究の進め方について今後
ば 工夫をする必要がある。
す
こ
と
が
で
き
る
教
育
の
推
進
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

一 ７産業教育の充実 産業教育振興設備充実費 学校支援課 ・老朽化が著しい平成 5 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
人 年度以前設置の 13 装 ・老朽化、陳腐化していた設備
一 ③専門高校等にお ・専門高校の実験・実習のための 置のうち、岐阜工業高 を更新したことで、実践的な ・限られた予算を十
人 ける産業教育関 特別装置（1千万円以上の備品） 校他７校 7装置を更新 実験・実習が展開できるよう 分に有効活用し、
の 連施設・設備の を整備する。 した。 になった。 各学校からの要望
児 整備推進 や施設の状況を精
童 平成 20年度 整備内容 課題 査し、優先順位を
生 19年度末要望数 69装置 電子計算組織 ・学校から設備更新希望、新規 付けて整備をして
徒 数値制御装置 導入希望が数多く出されてい いく必要がある。
が （公共：国庫補助事業） るが各学校の施設の様子を精
才 査し、順次整備を進めていく
能 必要がある。
を
伸
ば 岐阜県の産業人育成支援事業 学校支援課 整備校 成果 Ｂ
す 恵那農業高校他 ・老朽化や故障による緊急性の
こ ・専門高校の実験・実習のための 39 校 高い設備で実験・実習に支障
と 装置（1 千万円未満の備品）や 整備内容 をきたすものについては全て
が 設備整備、設備・装置の修繕等 水質測定器、トータル 整備・修繕できた。
で を行う。 ステーション他の機器 課題
き を整備した。 ・当初予定していた装置全てを
る （整備・修繕数 48） 年度内に整備することができ
教 たが、今後も学校の要望に積
育 極的に応えるように対応する
の 必要がある。
推
進
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由 価 評
策 価

一 ８情報教育の充実 情報リテラシーの向上 教育研修課 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
人 ・生徒を対象としたプログラミン ・数値目標は、達成
一 ①情報リテラシー グ実習等の講座及び教員を対象 できなかったが、
人 の向上、情報モ とした ICT 活用指導力の向上や 新たに情報モラル
の ラルの育成及び 情報モラルに係る講座を開催す 出前講座を開設
児 教育用コンテン る。 し、当初の目標の
童 ツの活用 ＜数値目標＞ 成果 5,000 人を大きく
生 ・ＪＡＶＡ・ＣＧ入門講座 ・生徒の専門的な能力向 ・参加した生徒は、学校のホー 上回る延べ 12,000
徒 参加者満足度 100％ 上を図る「JAVA基礎」 ムページを作成するなど自ら 人の受講者を得る
が (平成 19年度 満足度 85％ 「3 次元 CG 入門」講 研修で学んだことを生かして ことができ、研修
才 参加者数 778名） 座等の実施 いる。 の受講率も 7.7 ％
能 合計 21講座 郡上高校・岐阜工業等 8校 上昇した。
を 総受講者数 861名 また、満足度調
伸 査の結果も平成
ば ・ＩＣＴ活用授業力向上 ・教育用コンテンツの活 ・満足度調査結果 19 年度の 75 ％か
す プレゼンダイナミクス講座 用を図る「ICT活用授 ＪＡＶＡ・ＣＧ入門講座 ら 86％に上昇し、
こ 参加者満足度 100％ 業力向上」「プレゼン 参加者満足度 89％ それぞれの講座の
と (平成 19年度 満足度 88％ テーションダイナミッ ＩＣＴ活用授業力向上 満足度調査結果
が 参加者数 886名） クス」講座等の実施 プレゼンダイナミクス講座 も、平成 19 年度
で 合計 64講座 参加者満足度 92％ よりもそれぞれ、
き ・情報モラル育成「出前講座」 総受講者数 1,104名 情報モラル育成講座 増加した。
る 受講者数 5,000名 参加者満足度 86％
教 （19年度 2,000名） ・情報モラルの育成を図 ・総合教育センターが実施する
育 情報モラル講座アンケート る「出前講座」の実施 教員研修の受講率
の 満足度参加者 100％ 58会場 平成 20年度 36.5%
推 (平成 19年度 センター研修に （約のべ 12,000 人）
進 おける満足度 75％） 課題

・プレゼン作成の技能について
・総合教育センターが開催する 初心者への配慮も考える必要
教員研修の受講率 がある。

・ＩＣＴ活用講座については、
平成 19年度実績 28.8% 参加した教員の技術に差があ
よりも向上 り、レベルを初級・中級・上

級等に分けて研修を増やすな
どして、個に配慮したものに
する必要がある。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

一 ８情報教育の充実 情報基盤の整備・活用 教育研修課 ・大型サーバーの導入に 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
人 ・県内の小、中、高、特別支援学 より、学校間総合ネッ ・授業等でアクセスが集中して ・総合教育センター
一 ②情報基盤及び情 校を光ファイバーで接続した学 トのインターネット接 も、簡単に接続できるため、 のサーバーを換
人 報セキュリティ 校間総合ネットワークを活用す 続回数 1 日あたり 100 生徒がインターネットを活用 え、各学校が学校
の ーの確保 る。 万アクセス（運用開始 して授業を進める際に、イン 間総合ネットを円
児 時の約 30 倍）ができ ターネットがつながりにくく 滑に利用できる基
童 ・接続回数 1 日あたり 100 万アク るようになった。 なることがなく、快適に使用 盤を整えることが
生 セスが可能な基盤を整備する。 できるようになり、学習に支 できた。
徒 1日平均アクセス数 障がなくなった。 ・校務用パソコンは
が ・県立学校の教員の校務処理用パ 50万回 ・1 日あたりの平均アクセス数 残る台数について
才 ソコンの整備 ・教員の校務処理用パソ は、平成 19年度 2万回であっ 着実に整備する必
能 コン 1,971台整備した たものが、平成 20年度には約 要がある。
を 50 万回になり、利用する学校
伸 の利便を図ることができた。
ば ・校務用パソコンの整備計画を
す 立て、平成 20 年度は、4,144
こ 台中 1,971台を整備できた。
と 課題
が ・各学校においてインターネッ
で トを有効活用し、授業を充実
き させる取り組みが必要である。
る
教 ８情報教育の充実 岐阜県まるごと学園放送局 教育研修課 ・各県立学校の視聴率改 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
育 ・県内全ての児童生徒を対象とし 善に向けて、平成 21 ・小中高等学校および特別支援 ・数値目標にわずか
の ③岐阜県教育情報 て、様々な教育資源や多様な学 年 1 月 20 日より放送 学校の特色ある活動の紹介や、 に達しなかった
推 ネットワークの 習機会を提供するために、高品 方式を DVTS方式（番 英語を始めとした児童生徒の が、平成 20 年度
進 効果的活用 位な映像による教育放送を提供 組が決められた時間に 興味関心を引き出す VOD 素 はアクセス数が平

する。 放送される）から VOD 材の提供が進んだ。 成 19年度に比べ、
(ﾋﾞﾃﾞｵｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞ)方式 放送局アクセス数 上回った。

<数値目標> （好きな時間に自由な 平成 20年度実績 931回／ 1日
岐阜県まるごと学園放送局 番組が見られる）へと 課題
アクセス数 1,000回／ 1日 変更し、常時、自由に ・VOD 素材の作成に時間と労力
（平成 19年度 928回／ 1日） 動画コンテンツを閲覧 を必要とすることから、限ら

することが可能となっ れた予算でコンテンツを充実
た。 させる工夫が必要である。

・学校現場の活用をさらに増や
していく取組が必要である。
・学校での要望をもとに教材開
発をさらにする必要がある。

1日あたりのアクセス回数の変化
平成 17年度 3.5万
平成 18年度 3.2万
平成 19年度 2万
平成 20年度 50万
万回 ０ 10 20 30 40 50
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成 20年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

一 ９国際教育（多文 英語力向上アクションプラン事業 学校支援課 ・小中高英語指導改革プ 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
人 化共生社会）の ・英語コミュニケーション能力の ロジェクトとして、小 ・児童生徒が英語や外国の文化 ・参加者満足度は、
一 推進 向上のために小中高合計 12校を 中高各４校を指定し、 などに対する興味・関心を高 数値目標を達成で
人 指定し研究を実施する。 成果を公表会で周知し めるとともに、自分の考えを きなかったが、外
の ①日本や外国の文 ・英語サマーワークショップ、高 た。 相手のスムーズに伝えること 国語指導助手が中
児 化・伝統を理解 等学校英語スピーチコンテスト ができるようになってきた。 心となって事業を
童 し共生の心を育 を開催する。 ・英語サマーワークショ 課題 進め、英語サマー
生 む教育の推進 ップ（小中） ・参加者の満足度アンケートに ワークショップ
徒 ＜数値目標＞ 8月 6～ 7日 よると、参加して満足してい （小中）は昨年度
が 英語サマーワークショップ 参加者 1,065名 る生徒は 80％(対平成 19年度 比 78 名増となっ
才 参加者満足度 100％。 比 4％増）、力が身に付いたと た。また、ワーク
能 (平成 19年度満足度 76％) 実感している生徒は 70％（対 ショップの満足度
を ・高等学校英語スピーチ 平成 19年度比 5％増）であっ も昨年度よりも 4
伸 コンテスト参加者 90名 た。参加者の希望に沿ってコ ％アップした。
ば 8月 20～ 21日 ース設定等の工夫をする必要
す がある。
こ
と ９国際教育（多文 外国人児童生徒教育連絡協議会事 学校支援課 ・実践資料集(ＱＡ集)を 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｃ
で 化共生社会）の 業 県内全小・中学校に配 ・実践資料集(ＱＡ集)を各学校 ・日本語指導の手引
き 推進 ・日本語指導が必要な児童生徒に 布した。 の実践の手引きとして活用し 書を配布すること
る 対して指導に役立つ実践資料集 た。 はできたが、日本
教 ②外国籍児童生徒 を作成し、県内全ての小・中学 語指導を必要とす
育 に対する教育の 校に配布する。 る外国人児童生徒
の 充実 課題 は、ブラジル以外
推 ・実践集が、ポルトガル語を踏 の国々の児童生徒
進 まえた日本語指導中心になっ も増加を続けてお

ているため、中国語等への対 り、多言語への対
応も必要である。 応が必要である。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成 20年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

一 ９国際教育（多文 日本語指導教室での適応指導 教 職 員 課 ・「日本語指導教室」で 成果 ［評価の理由］ Ｃ Ｃ
人 化共生社会）の ・「日本語指導教室」を小中学校内 の指導に 36 名の非常 ・小中学校においては、非常勤 ・平成 19 年度に比
一 推進 に設置し、外国人児童生徒に対 勤講師を配置し、外国 講師を配置し、高等学校にお べ非常勤講師を
人 して、日本語指導や学校生活へ 人児童生徒に日本語指 いては、教員 1 名を加配する 16 名多く配置し
の ②外国籍児童生徒 の適応指導を行う。 導・基本的な生活指導 ことによって、外国人児童生 たものの、目標を
児 に対する教育の を行った。 徒一人ひとりの実態に応じた 達成することがで
童 充実 ・日本語指導の必要な外国人生徒 (平成 19年度 指導を行った。 きなかったことに
生 が複数名在籍する県立高等学校 非常勤 20名配置） 加え、近年、日本
徒 に教員を配置し、外国人生徒を 語指導を必要とす
が 対象とする選択科目の開設や、 る外国人児童生徒
才 放課後、空き時間を利用した日 の割合が増加の傾
能 本語指導を行う。 ・対象となる県立東濃高 向を示している中
を 校に教員１名を加配 で、目標達成に向
伸 ＜数値目標＞ し、日本語指導等を行 けて相当の努力を
ば 日本語指導を必要とする外国人 った。 課題 要する。
す 児童生徒の割合を 50％以下。 ・加配を増やしたが、要日本語
こ 指導児童生徒の割合が昨年度
と よりも 6.6 ％上昇しており、
が 日本語を指導する教員のポル
で トガル語・中国語等の会話能
き ←グラフ 力のある教員を配置する必要
る 公立小・中学校の外国人 がある。
教 児童生徒の推移（岐阜県）

育
の
推
進

要日本語指導児童生徒数

必要とする数 外国児童生徒数 割合
平成 17年度 491 1156 42.9%
平成 18年度 584 1382 42.3%
平成 19年度 809 1621 49.9%
平成 20年度 1019 1805 56.5%

1,80 5
1,62 1

1,38 2
1,15 6

1,08 2
1,0 42 1,0 19

8 09

5 84
4914 614 62

0

200

400

600

800

1 ,000

1 ,200

1 ,400

1 ,600

1 ,800

2 ,000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 （年 ）

（
人

）

外国 人児童生徒数

うち 要日本語指導児童生徒数



- 36 -

事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成 20年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由 価 評
策 価

一 ９国際教育（多文 外国語指導助手配置事業 教育研修課 ・全県立学校に 68 名配 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
人 化共生社会）の ・全県立高等学校に外国語指導助 置した。 ・外国語指導助手および日本人 ・数値目標を達成す
一 推進 手を配置し、外国語指導助手を ・日本人英語教員との効 教員による熱心な指導がなさ ることができなか
人 活用したスピーチ・ディベート 果的なティームティー れ、コンテスト参加者の事後 ったが、スピーチ
の ③豊かな表現力や 指導を全て県立学校で行う。 チングにより、生徒の アンケートで 86％が満足して コンテストの参加
児 コミュニケーシ コミュニケーション能 おり、参加者が自分の英語力 者の満足度は昨年
童 ョン能力の向上 力を育成する授業を行 が向上したことを実感してい 度よりも順調に４
生 を図る教育の推 った。 る声が多かった。 ％伸びている。
徒 進 ・外国語指導助手による
が ＜数値目標＞ 英語小論文の指導、デ 課題
才 各学校におけるスピーチコンテ ィベート及びスピーチ ・生徒と外国語助手とがもっと
能 スト参加者満足度 の指導等、きめ細かな 話す時間を増やすなどの生徒
を 100％ 指導を実施した。 の意欲を喚起する工夫をして
伸 (平成 19年度満足度 82％） いき、満足度を高めることが
ば 再掲Ⅰ１③ ・高等学校英語スピーチ 必要である。
す コンテストを実施し
こ た。（8月 21～ 22日）
と 90名参加
が
で
き 英語力向上アクションプラン事業 学校支援課 ・小中高英語指導改革プ 成果 ［評価の理由］ Ｂ
る ・英語コミュニケーション能力の ロジェクトとして、小 ・児童生徒の英語や外国の文化 ・数値目標を達成す
教 向上のために小中高合計 12校を 中高各 4校を指定し、 などに対する興味・関心を高 ることはできなか
育 指定し研究を実施する。 成果を公表会で周知し め、自らの意見や考え方が伝 ったが、英語サマ
の ・英語サマーワークショップ、高 た。 えられる実践的コミュニケー ーワークショップ
推 等学校英語スピーチコンテスト ション能力を養うことができ （小中）は平成 19
進 を開催する。 ・英語サマーワークショ た。 年度比 78 名増と

ップ（小中） 課題 順調に参加者を増
＜数値目標＞ 8月 6～ 7日 ・参加者の満足度アンケートに やし、ワークショ
英語サマーワークショップ 参加者 1,065名 よると、参加して満足してい ップの満足度も昨
参加者満足度 100％ る生徒は 80％(対平成 19年度 年度よりも 4％ア
(平成 19年度満足度 76％) 比 4％増）、力が身に付いたと ップした。

・高等学校英語スピーチ 実感している生徒は 70％（対
コンテスト参加者 90名 平成 19年度比 5％増）であっ

8月 20～ 21日 た。参加者の希望に沿ってコ
ース設定等の工夫をする必要
がある。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成 ２０ 年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由等
価 評

策 価

児 １開かれた学校づ 岐阜県教育週間の実施 学校支援課 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
童 くり ・県内全ての公立の幼稚園・小学 ・11 月 1 日から 14 日ま ・各学校が授業公開や道徳の指 ・県内の全ての公立
生 校・中学校・県立学校で教育活 でを岐阜県教育週間と 導の公開等を行った。 幼稚園・小学校・
徒 ①保護者、地域住 動を地域住民に公開する。 して指定し、全ての学 中学校・県立学校
が 民等への教育活 校で授業等の公開を行 課題 で教育活動を地域
安 動の公開、教育 った。 ・地域住民の参加者も全ての学 住民に公開できた
心 情報の提供 校で定着してきているが、参 が、参観者から更
し 観者の中にマンネリ化してき なる工夫がほしい
て ているという意見があり、各 という声がある。
通 校の特色ある教育活動を公開
う する必要がある。
こ
と １開かれた学校づ 学校評議員の設置 学校支援課 (特別支援学校を含む） 成果 ［評価の理由］ Ａ Ａ
が くり ・学校運営や教育活動に地域住民 ・設置県立学校 ・学校評議員から学校の教育活 ・平成 19 年度に比
で 等の意見を反映するため、すべ 77校 動について多様な視点で意見 べ、出席率は大幅
き ②保護者や地域住 ての県立学校に学校評議員を設 全県立学校で設置 を得ることができ、学校運営 に上昇した。制度
る 民等の学校運営 置する。 評議員 各学校 5人 に反映することができた。 が定着し、目標を
信 への参画 会議 年 3回開催 ・会議内容をホームページで公 達成することがで
頼 ＜数値目標＞ 開することにより、意見や学 きた。
さ 県立学校における 校の考えを公開できた。
れ 学校評議員会議出席率 学校評議員会議出席率
る 90％ 96％
学 (平成 19年度 89％) 課題
校 ・学校評議員の意見を学校経営
づ に反映することが、どの学校
く でも定着しているが、毎年同
り 時期に開催することからマン

ネリ化しない工夫が必要であ
る。

重点施策Ⅱ 児童生徒が安心して通うことができる信頼される学校づくり
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成 ２０ 年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

児 １開かれた学校づ 学校関係者評価の実施 学校支援課 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
童 くり ・学校評議員、保護者、地域住民 ・学校関係者評価実施率 ・県立学校では、進捗状況を全 ・県内の全小中学校
生 等による学校関係者評価を実施 高等学校 100% 校を対象にアンケートを実施 及び県立学校で実
徒 ③外部評価など学 する。 特別支援学校 100% し学校関係者評価がなされ、 施率が 100％にな
が 校の評価システ ＜数値目標＞ 自校反省に活用されていた。 ったが、市町村で
安 ムの充実 平成 20年度末までに ・市町村においても、学 の規則改正が 20
心 ・県立高等学校・特別支援学校に 校管理規則が大部分の 課題 年度中に整備でき
し おける学校関係者評価の実施率 市町村で改正。市町村 ・市町村での学校管理規則の改 なかった。97.6%
て 100％ 立における学校管理規 正が確実に実施され、学校評 ・平成 21年 6月に
通 ・市町村立の学校評価に係る学校 則改正率 97.6％。 価システムの整備がなされて 県内全ての市町村
う 管理規則の改正を促し、100 ％ 学校関係者評価実施率 いるが、全ての市町村で改正 で学校管理規則改
こ 実施。 小中学校 100％ する必要がある。 正完了見込み。
と

が ２特色ある学校づ 円滑な移行のための推進要員配置 教 職 員 課 ・平成19年度統合校であ 成果 ［評価の理由］ A Ｂ
で くり ・生徒いきいきプランにより統合 る、加茂、恵那南、中 ・加配により、1・2 年生への新 ・加配教員を目標通
き される高校、新しいタイプの学 津高等学校に教諭・養 しい教育課程及び 3 年生の教 り配置でき、個に
る ①児導生徒のニー 校となる高校に対し、円滑に移 護教諭の加配を併せて 育課程の保障を円滑に実施す 応じた指導ができ
信 ズ、社会の変化 行するため、推進要員等を平成 19名配置した。 ることができた。 た。
頼 に対応した学校 19年度統合校へ 19名配置する。
さ づくりの推進 ・二校舎体制により発生する業
れ 務に対応することができた。
る
学 いじめ・不登校対応教員配置 教 職 員 課 ・問題行動、いじめ、不 成果 ［評価の理由］ B
校 ・いじめ、不登校が深刻化した生 登校などの諸問題に対 ・特に心配な児童生徒に寄り添 ・該当校への教員や
づ 徒指導の困難校に、校内の指導 し、よりきめ細かく対 い、担任を補助することによ 非常勤講師の配置
く 体制の確立、教員の指導・研修、 応できることを目的と り、適応できるようになった により、昨年度比
り 他機関との連携、保護者の啓発 した教員を 32 名、非 児童生徒は多い。 で児童生徒の学校

等を担当するため、いじめ・不 常勤講師を 70 名配置 復帰率変化(%) への復帰率が小・
登校対応教員を配置する。 した。 平成 17年 平成 18年 平成19年 平成20年 中学校共にわずか

小 27.5 33.5 33.6 33.8 ではあるが増加
＜数値目標＞ 中 34.1 35.6 36.5 36.9 し、目標を達成し
・不登校児童生徒の学校復帰率 課題 た。しかし、過去
平成 19年度以上に向上 ・不登校の児童生徒が復帰でき との比較で伸びが
小：33.6％

(平成 19年度)
る割合が増えてきたが、さら 鈍化しているため、

中：36.5％ に多くの児童生徒に対応する 今後さらに努力を
ために増員の必要がある。 する必要がある。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

児 ２特色ある学校づ 中高一貫教育基本方針策定 教育総務課 ・平成 19～ 20年度の県 成果 ［評価の理由］ Ｂ 前
童 くり ・本県にふさわしい中高一貫教育 民各界や各層からなる ・「岐阜県における中高一貫教育 ・基本方針は策定で 頁
生 のあり方について、「基本方針」 中高一貫教育検討会 の基本方針」を各市町村や関 きたが、中高一貫 に
徒 ①児導生徒のニー を策定する。 での検討・協議を受け 係者に説明した結果、意欲的 教育を具体的に進 総
が ズ、社会の変化 て、平成 20年 12月に な市町村と推進に向けて協議 めていく方策を意 合
安 に対応した学校 「岐阜県における中高 できた。 欲ある市町村とも 評
心 づくりの推進 一貫教育の基本方針」 連携し、検討する 価
し を策定した。 必要がある。 掲
て 載
通 済
う 課題
こ ・方針策定について新しい連携
と 型中高一貫教育校の設置には、
が 様々な条件を考慮した上で、
で 効果的な地域を選定する必要
き がある。
る
信
頼
さ
れ
る
学
校
づ
く
り
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

児 ２特色ある学校づ 新しいタイプの高校の充実 教育総務課 ・平成 20 年度までに全 成果 Ｂ Ｂ
童 くり ・新しいタイプの学校において、 学校支援課 ての新しいタイプの学 ・学校訪問により新しいタイプ ［評価の理由］
生 教育活動が円滑に行われるよう 校 24 校の学校訪問を の学校で、カリキュラムの工 ・全ての総合学科・
徒 ②総合学科・単位 にするため、指導主事が平成 19 実施した。 夫等の指導を行った結果、教 単位制など新しい
が 制など新しいタ 年度～平成 20年度に、全ての新 ＜訪問数＞ 職員が個に応じた指導を工夫 タイプの高校に対
安 イプの高校(学 しいタイプの学校 24校を訪問指 平成 19年度 13校 して行うようになった。 して学校訪問を行
心 科）の充実 導する。 平成 20年度 18校 うことができた。
し ・各導入高校において、総合学 ・さらに生徒のニー
て 科、単位制における複雑化、 ズに教員が対応で
通 ・「成績管理システム」の運用 ・成績管理システムの円 大量化する履修、出欠、成績 きるように、学校
う 総合学科・単位制高校の学校運 滑な運用と担当者のス 管理等の処理を迅速かつ正確 の教育活動につい
と 営が円滑に進むように導入した キルアップのために、 に行うことができた。 て、指導主事が訪
が 「成績管理システム」の運用の 各地区において講習会 問により継続して
で スキルアップのため、講習会を を計 5回実施した。 指導を進める必要
き 開催する。 岐阜地区１回(1/28) がある。
る 西濃地区１回(10/1)
信 ※新しいタイプの高校 中濃地区１回(9/29)
頼 総合学科のある高校 8 校 東濃地区２回(9/26)
さ 全日制単位制普通科高校 5校 (1/30)
れ ぎふ総合型選択制高校 3校
る 三部制単位制高校 2校 課題
学 岐阜県型中高一貫校 2校 ・各学校のカリキュラムの充実
校 情報学科福祉学科をもつ高校 が図られているが、さらに改
づ 4校 善を進め、カリキュラムだけ
く でなく、総合学科・単位制な
り どの新しいタイプの高校（学

科）全般について検証が必要
である。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

児 ２特色ある学校づ 県立学校リーダーズプラン推進事 学校支援課 提出校及び提出プラン 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
童 くり 業 ・学校の今日的課題の解決に向 ・平成 20 年度は、
生 ・校長のリーダーシップのもと、 提出プラン数 129件 けた積極的なプランが実施さ 目標どおり各県立
徒 ③校長のリーダー 学校課題を踏まえた各学校の先 ※ 採択数 79件 れ、学校の特色づくりに貢献 学校が特色ある学
が シップのもと、 進的事業等を提案させ、優れた 採択率 61.2% した。 校づくりを目指し
安 創意工夫を生か プランを提出した学校に重点的 課題 て提案した。
心 した特色ある教 に予算配分する。 ・平成 20 年度より、全 ・学校間で競争原理を取り入れ、・プランの内容をさ
し 育活動の展開 ＜数値目標＞ 採択ではなく特色が明 特色を出すために各学校が努 らに高めていく必
て 県内県立学校（77校）が提案 確なもののみ採択した 力をするようになったが、限 要がある。
通 （平成 19年度 実施校 75 校 ため採択率は 61.2%に られた予算を有効活用し、質
う 提出プラン 267件採択率 100％） なった。 の高いプランに配分していき
こ たい。
と
が ２特色ある学校づ 中学校と高等学校の連携 教育総務課 ・教員による授業交流 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
で くり ・連携型中高一貫教育校において、学校支援課 西濃地区 週 8時間 ・連携型の教育活動の結果、連 ・中高の教員が連携
き 中高連携した教育活動を推進す 可茂地区 週 6時間 携型中学校から連携型高校へ して教育内容を指
る ④校種を越えた学 る。 ・生徒間の交流事業 の進学率が増加した。 導してきた結果、
信 校間の連携によ 西濃地区 平成 20年度 連携型高校への進
頼 る多様な教育活 ＜数値目標＞ ・高校の図書館開放 西濃地区 22.1% 学率が平成 19 年
さ 動の展開 連携校への進学率 ・中学校等に高校の情 可茂地区 38.5% 度に比べて上昇
れ 平成 19年度以上 報コーナー設置 し、目標を達成で
る (平成 19年度 西濃 11.9% 可茂地区 ・「地域の高校」という意識を地 きたが、連携校へ
学 可茂 25.2%) ・産業文化祭後の清掃 域に広げることができた。 の進学率が低く、
校 【連携型中高一貫教育校】 活動などの共同体験 さらに高めていく
づ 西濃地区 ・教育内容における連携 ・可茂地区では教員交流が５教 必要がある。
く 揖斐高、揖斐川中・北和中 西濃地区 科中心から、他の教科まで拡
り 可茂地区 ・体験入学事業の拡充 大した。

八百津高、八百津中・ 可茂地区
八百津東部中 ・チャレンジテスト 課題

（中学単元テストを ・教員数が限られており、授業
・中高 6 年間を見通した人間形成 高校教員が行う）を 交流のための教員間の調整が
のための中高連携による道徳教 実施 難しい。
育の実践研究を進める。 ・道徳教育 ・中高として 6 年間一貫した教

・中高相互交流を年間 育を進めているが、連携校へ
４回実施、中高生合 の進学率をさらに伸ばすため
同講演会を実施 に、中学生が魅力を持てる教
・中高一貫による道徳 育活動を進める必要がある。
を培う指導計画作成
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成 20年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

児 ３安心できる学校 小学校生徒指導体制強化事業 学校支援課 ・7市町 8小学校で実施 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
童 づくり ・生徒指導で先駆的な取組をする した。 ・小学校に配置された加配教員 ・数値目標の 100%
生 小学校を各教育事務所毎に 1 校 (全ての教育事務所管内 と生徒指導サポーターを中心 は達成できなかっ
徒 ①いじめ・問題行 以上指定し、指定校に加配教員 に 1つ以上指定） とした全校指導の取組を公表 たが、指定を受け
が 動の未然防止と を配置し、その成果を他小学校 岐阜地区 2校 会で各教育事務所毎に広めた。 た学校でいじめの
安 早期対応、不登 へ広める。 西濃地区 2校 ・指定校のいじめ解消率 解消率が平成19年
心 校児童生徒への （平成 20年度国庫補助事業） 美濃地区 1校 88.5%（平成 19 年度）から 96.5%に 度比で8%アップし
し 対応（教育相談 ＜数値目標＞ 可茂地区 1校 改善 た。
て 等） いじめ解消率 平成 25年度までに 東濃地区 1校 課題
通 小学校 100％中学校 100％ 飛騨地区 1校 ・各地区で指定校の成果を広め (県内の平成 20年度
う 高等学校 100％ たが、他教育事務所指定の実 の結果は平成 21 年
こ (平成 19年度 小学校 94.3% 践も県内に広める必要がある｡ 11月に公表予定）
と 中学校 92.7% 高等学校 91.8%)
が
で スクールカウンセラーの設置 学校支援課 ・スクールカウンセラー 成果 ［評価の理由］ Ｂ
き ・いじめ・不登校問題等に対応す 配置 ・配置した学校では、生徒、保 ・小学校では、一部
る るため、スクールカウンセラー 全中学校 192校 護者等へのカウンセリング等 希望する学校 35
信 を全ての中学校に配置する。 小学校 20校 の機能の充実を図り、不登校 校のうち、20 校
頼 また、希望のある小学校にも やいじめ等の早期発見・対応 にしか配置でき
さ スクールカウンセラーを配置す ができた。 ず、数値目標を達
れ る。 ・学校の教職員のカウンセリン 成することはでき
る グに関する資質や能力を高め なかったが、県内
学 ＜数値目標＞ る校内研修を行うことができ 全ての中学校には
校 全中学校 192校に配置 た。 配置することがで
づ 課題 きた。
く 小学校 35校 ・小学校においては、希望する
り （いじめ・不登校問題が多く 全ての学校に配置できなかっ

出ている学校からの希望数） たが、小中の兼務をして対応
するなど工夫が必要である。

（国庫補助事業）

いじめ相談２４電話相談事業 学校支援課 ・総合教育センター 成果 ［評価の理由］ Ｂ
・総合教育センターに「いじめ相 「いじめ相談 24」 ・いじめや学校生活での悩みや ・1 年を通して 24
談 24」を設置し、いじめ、不登 電話相談回数 苦しみを抱える児童生徒やそ 時間の電話相談を
校等の相談に対応するために 24 の家族から多くの電話相談に 行っているが、一
時間体制で電話相談を行う。 2,733回対応 対応した。 時に電話が集中し

課題 相談に応じられな
平成 19年度実績 ・県の窓口以外にも、いくつか いことがあったた

2,775回 のいじめ相談窓口があること め、対応を工夫す
（国庫補助事業） を児童生徒に周知していく必 る必要がある。

要がある。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成 20年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

児 ３安心できる学校 地域ぐるみの学校安全体制整備推 スポーツ健 ・スクールガード・リー 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ

童 づくり 進事業 康課 ダーの委嘱 ・学校安全ボランティアの増加

生 （平成 17~20国庫補助事業） 県内 18市町村 25名を を図ることができ、ボランテ ・学校安全ボランテ
徒 ・児童生徒の学校内外での安全を 委嘱して学校安全ボラ ィアに対する理解を深めるこ ィアの組織率は、

が ②地域と連携を図 確保するために、スクールガー ンティアの指導助言に とができた。 平成 19 年度に比
安 った防犯対策の ドリーダーを県内に設置し、ス 当たる。 べ上昇したが、平

心 充実と安全教育 クールガードリーダーによって 平成 20 年度にスクー ・全ての小中学校・県立学校に 成 25 年度までに
し の推進 学校安全ボランティアの組織化 ルガードリーダーによ 「学校安全 管理・教育の手 100 ％とするため
て を進める。 って、小学校 18 引き」を配布し、各学校は、 に、新たな事業展

通 （337→ 355） 手引きをもとに各学校のマニ 開が必要である。

う ・学校安全対策に関する指針を策 中学校 11 ュアルを作成（改訂）するこ
こ 定し、「学校安全 管理・教育の (129→ 140) とができた。
と 手引き」を作成し、全小中学校 のボランティアを組織
が 及び県立学校に配布する。 できた。
で
き ＜数値目標＞ ・学校安全ボランティア
る 平成 25年度までに 組織率
信 学校安全ボランティア組織率 小 92.7％
頼 小学校 100％ (昨年 87.3％)
さ 中学校 100％ 中 73.3%
れ (平成 19年度 (昨年 67.2%)
る 小学校 87.3%
学 中学校 67.2%) ・学校安全ボランティア 課題
校 養成・研修会を実施 ・補助事業終了後、平成 25年度
づ 県内 6地区で開催 に学校安全ボランティア組織
く 学校安全ボランティアの組織率変化 率を 100 ％にするために、未
り ・学校安全対策に関する 設置地域の自治体等の関係者

H17 H18 H19 H20 指針を策定し、全ての に働きかけ、研修などを行い、
小中学校・県立学校に 新たな組織を設立していく必

小学校 62.1% 81.8% 87.3% 92.7% 「学校安全 管理・教 要がある。
育の手引き」を配布し

中学校 56.7% 69.4% 67.2% 73.3% た。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成 ２０ 年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

４安全な学校づく 老朽化校舎改築事業の実施 教育財務課 ・老朽化校舎改築事業等 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
児 り ・県立学校の老朽化した校舎の改 について、以下の工事 ・老朽化した学校施設を改築す ・老朽化校舎改築事
童 ①県立学校施設の 築を実施する。 等が完了した。 ることにより、新たに 5 校 5 業では、岐阜工業
生 整備推進 （下線部が平成 20年度計画分） ○岐阜高校 棟の安全性を高めることがで 高校 4号館改築工
徒 ＜数値目標＞平成 20年度完了予定 ・南舎 きた。 事において、工事
が 6校 6棟 ○岐阜北高校 進捗が遅れたた
安 ○岐阜高校（平成 20～平成 24） ・教室棟（東） め、数値目標を達
心 ・南舎（平成 20） ○武義高校 成することができ
し ○岐阜北高校（平成 19～平成 22） ・特別教室棟 なかったが、平成
て ・教室棟(東)（平成 19～平成 20） ○中津高校 20 年度において
通 ○武義高校（平成 19～平成 22） ・第２校舎 は、6 校中 5 校は
う ・特別教室棟（平成 19～平成 20） ○海津明誠高校 予定通り実施完了
こ ○中津高校（平成 19～平成 22） ・武道場 でき、耐震化事業
と ・第２校舎（平成 19～平成 20） ・岐阜工業高校 4号館改 は全て予定どおり
が ○海津明誠高校（平成19～平成 20） 築工事において、搬出 実施できた。
で ・武道場（平成 19～平成 20）） 土壌から環境基準を上 また、岐阜工業
き ○岐阜工業高校 ４号館 回るヒ素が検出され、 課題 高校 4号館も平成
る ・工事実施（平成 19～平成 21） 発生土を処理施設に搬 ・予定していた老朽化校舎改築 21 年 7 月に工事
信 出するなど適正な処理 事業のうち、岐阜工業高校 4 完了予定。
頼 を行ったために工事進 号館の改築工事を早急に進め
さ 捗が遅れた。 る必要がある。
れ （平成 21年 7月完了予定）
る
学 耐震化事業の実施
校 ・診断基準の見直しに伴い、補強 ・補強工事が必要となっ ・厳しい財政状況の中で、老朽
づ 工事が必要となった校舎 28棟の た28棟の耐震診断及び 化校舎の改築や耐震化事業を
く 耐震診断と耐震補強計画の策定 耐震補強計画の策定を 優先順位をつけて、着実に進
り をする。 した。 めていく必要がある。

・耐震化が完了した校舎におい
ても、老朽化校舎については、
今後とも計画的に改築を進め
ていく必要がある。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成 ２０ 年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

４安全な学校づく 市町村立学校校舎等の耐震化 教育財務課 ・平成 20 年度に耐震化 成果 ［評価の理由］ Ａ Ａ
児 り ・市町村に対し、小中学校の耐震 した学校数及び棟数 ・市町村が平成 20年度に計画し ・平成 20 年度にお
童 補強事業の推進を要請するとと た耐震化事業は、全て国庫補 いては、市町村の
生 ②市町村立学校の もに、国庫補助制度等の周知と 学校数 54校 助に採択され、制度の積極的 希望した国庫補助
徒 耐震化の促進 積極的な活用を促し、耐震化を 棟 数 72棟 な活用が図られた。 事業は、予定通り
が 促進する。 全て採択された。
安 (内訳) 耐震化率
心 ＜数値目標＞ 小学校 学校数 35校
し 平成 20年度に耐震化を希望して 棟 数 45棟 岐阜県 73.2%
て いる市町村に国庫補助を受けら 中学校 学校数 19校 全 国 62.3%
通 れるようにする。 棟 数 27棟 (平成 21/3/31現在)
う 学校数 54校
こ 棟 数 72棟 耐震化率全国 9位
と ・平成 20年度の耐震化によっ
が て、全国第 9位になった。
で
き
る
信
頼
さ
れ ４安全な学校づく 県立学校ＡＥＤ整備事業 スポーツ健 ・全ての県内県立学校に 成果 ［評価の理由］ Ａ Ａ
る り ・心肺停止時の救急救命の観点か 康課 設置した。(77校 ・講習会等の実施により、応急 ・全県立学校にＡＥ
学 ③危機管理・災害 ら、子どもの命を守るため、平 81台) 処置の方法を身に付けてもら Ｄを設置すること
校 対応、ライフラ 成 18年度から 3年計画でＡＥＤ 内訳 高校 63 うとともに、ＡＥＤの周知を ができ、ＡＥＤの
づ インの確保、防 を全ての県立学校に設置する。 特別支援学校 14 することができた。 周知も全学校で行
く 災教育の推進 ・各学校において、ＡＥＤの使い （分校含む） うことができた。
り 方を含めた応急処置の方法を身 設置率

に付けるための講習会等を開催 ・各学校において、教職 本県 100％
する。 員及び生徒等を対象と 全国平均
＜数値目標＞ ＡＥＤ設置率 した講習会を開催した。 98.9％

100％
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事務事業の執行状況 点検評価シート 重点施策Ⅲ 家庭・学校・地域社会が連携して取り組む心豊かな人づくり
重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

家 １心の教育の充実 道徳教育徹底指導事業 学校支援課 平成 20年度 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
庭 ・3 カ年計画で、全小中学校の道 ・道徳教育の計画訪問 ・訪問により各学校の生命尊重 ・平成 20 年度は全
・ ①命を大切にする 徳指導の状況について学校訪問 小学校 120校 を柱の１つとする道徳教育の 小中学校の 3分の
学 教育の充実 し、教職員に道徳のあり方につ 中学校 61校 指導計画の吟味修正を行った。 1 の学校訪問を予
校 いて指導する。 課題 定通り行った。今
・ ・道徳教育振興会議 ・各学校が地域や保護者へ学校 後ともテーマを変
地 (平成 20~22年度の 3カ年) 年間 5回開催 の道徳での指導内容を周知し えて実施する必要
域 ・道徳教育啓発資料の作 て家庭でも同じ指導を行える がある。
社 成・配布 30,000部 ようにする必要がある。
会
が １心の教育の充実 豊かな体験活動推進事業 学校支援課 実践校 成果 ［評価の理由］ Ａ Ａ
連 ・実践校を指定して、学校・家庭 ・高校生の社会奉仕活動 ・体験活動を通して道徳観、倫 ・実践校において
携 ②豊かな心をはぐ ・地域社会が連携して社会奉仕 1校（高校 1） 理観や命の大切さを学ぶこと は、地域と一体と
し くむ奉仕・体験 活動など多様な体験活動を行い、 ・児童生徒の輝く心育成 ができた。 なって子どもたち
て 活動等の推進 実践校の活動状況の成果をまと 2校（小１中 1） ・実践校や当該教育委員会との の豊かな社会性を
取 め、県内全ての学校に配布する。 ・農山漁村におけるふる 公表会の開催やリーフレット はぐくむことがで
り さと生活体験 の作成・配布により、実践の き、事業目的を達
組 小中 各教育事務所 1校 3校（小 3） 共有、普及を行った。 成している。
む 高校 3校 ・仲間と学ぶ宿泊体験 （この事業は平成 20
自 （平成 19・20年度国庫補助事業） 3校（中１高 2） 年度をもって終了
律 ・各実践校はまとめを配 した。）
的 布した。
で
心 １心の教育の充実 一家庭一ボランティア県民運動の 学校支援課 ・実践ミニフォーラム 成果 ［評価の理由］ Ｃ Ｃ
豊 推進 １回開催 361名参加 ・小学校の PTA 誌で特集を組む ・昨年度よりも作文
か ③一家庭一ボラン ・一家庭一ボランティア運動を推 8月 18日開催 などして活動を展開する学校 応募校数・周知度
な ティア県民運動 進するために、実践ミニフォー （平成 19年度 325名） が増えてきている。 は改善されている
人 の推進 ラムを開催したり、啓発用の作 ・県内全児童生徒に啓発 が、目標値には至
づ 文・絵画募集を行う。 用チャレンジカードの ・作品を出品した学校割合 78％ らず、今後、学校
く 運動の周知度 配布を行った。 ・周知度：幼 77％ 小 83％ における将来の数
り (%) ＜数値目標＞ ・作文だけでなく、絵画 課題 中 84％ 値目標を達成する

幼 小 中 ・作文・絵画応募小中学校数 の募集も新たに実施 ・作文応募数は増えたが、応募 上において、また、
平成17年度 51 79 68 の割合 100％ 作文 する学校に偏りがあり、参加 さらに県民運動と
平成18年度 62 86 77 ・一家庭一ボランティア周知度を 1,191点→ 1,412点 校の固定化が見られ、今後広 して取り組んでい
平成19年度 58 84 81 幼・小・中全てで 100％ 絵画 156点 く普及する必要がある。 く上においても相
平成20年度 77 83 84 （平成 19年度周知度 ・県民運動とするためにさらな 当の努力を要す
学校支援課調べ 幼 58％、小 84％、中 81％） る周知が必要である。 る。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平 成 ２ ０ 年 度 の 目 標 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

家 １心の教育の充実 人権同和教育の推進 学校支援課 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
庭 ・幼児児童生徒の人権感覚の向上 ・啓発資料「ひびきあい」・啓発資料「ひびきあい」を公 ・県内全ての公立幼
・ ④人権尊重の教育 と地域ぐるみの人権同和教育を を作成し、全ての公立 立幼・小・中・県立学校全教 ・小・中・県立学
学 の推進 行うために、全ての公立幼・小 幼・小・中・県立学校 員等に配布し、各種研修等で 校で、「ひびきあ
校 ・中・県立学校で人権同和教育 に配布した。 の活用を通して、人権同和教 いの日」を実施し、
・ を学ぶ「ひびきあいの日」を行 育の啓発を進めることができ 実践を保護者等に
地 う。 た。 公開できた。今後、
域 ・県内全ての公立幼・小 全ての学校におい
社 ・中・県立学校で、人 ・全ての公立幼・小・中・県立 て、さらなる人権
会 権同和教育における行 学校で「ひびきあいの日」を 同和教育の取組を
が 動力を身に付ける「ひ 実施し、保護者を含めた人権 進めていく必要が
連 びきあいの日」を行い、 同和教育を行うことができた。 ある。
携 実践を保護者等に公開
し した。
て
取 ・県人権同和教育推進協
り 議会の開催 7回 ・県全体の人権同和教育を推進
組 （小委員会 2回、研究 していくために、岐阜県人権
む 委員会 2回を含む） 同和教育推進協議会を開催し、
自 北方西小で公表会を開 実践校を指定し、授業を公開
律 催した。 して、県内に先進事例を広め
的 ることができた。
で
心
豊
か
な 課題
人 ・地域住民や保護者に「ひびき
づ あいの日」を公開し、人権同
く 和教育の学校の取組を周知で
り きたが、今後は、地域住民や

保護者に学校の取組をさらに
広めるための努力が必要であ
る。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成 20年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

家 １心の教育の充実 小学校生徒指導体制強化事業 学校支援課 ・7 市町 8 小学校で実施 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
庭 ・生徒指導で先駆的な取組をする した。 ・小学校に配置された加配教員 ・数値目標の 100%
・ ⑤不登校児童生徒 小学校を各教育事務所に 1 校以 (全ての教育事務所管内 と生徒指導サポーターを中心 は達成できなかっ
学 への対応（教育 上指定し、指定校に加配教員を に 1つ以上指定） とした全校指導の取組を公表 たが、指定を受け
校 相談等） 配置し、その成果を他の小学校 岐阜地区 2校 会で各教育事務所毎に広めた。 た学校でいじめの
・ へ広める。（平成20年度国庫補助事業） 西濃地区 2校 ・指定校のいじめ解消率 解消率が平成19年
地 再掲 ＜数値目標＞ 美濃地区 1校 88.5%（平成 19 年度）から 96.5%に 度比で8%アップし
域 Ⅱ３①に掲載 いじめ解消率 平成 25年度までに 可茂地区 1校 改善 た。
社 小学校 100％中学校 100％ 東濃地区 1校 課題
会 高等学校 100％ 飛騨地区 1校 ・各地区で指定校の成果を広め (県内の平成 20年度
が (平成 19年度 小学校 94.3% たが、他教育事務所指定の実 の結果は平成 21 年
連 中学校 92.7% 高等学校 91.8%) 践も県内に広める必要がある。11月に公表予定）
携
し スクールカウンセラーの設置 学校支援課 ・スクールカウンセラー 成果 ［評価の理由］ Ｂ
て ・いじめ・不登校問題等に対応す 配置 ・配置した学校では、生徒、保 ・小学校では、一部
取 るため、スクールカウンセラー 護者等へのカウンセリング等 希望する学校 35
り を中学校に配置する。また、希 全中学校 192校 の機能の充実を図り、不登校 校のうち、20 校
組 望のある小学校にもスクールカ 小学校 20校 やいじめ等の早期発見・対応 にしか配置でき
む ウンセラーを配置する。 ができた。 ず、数値目標を達
自 ・学校の教職員のカウンセリン 成することはでき
律 ＜数値目標＞ グに関する資質や能力を高め なかったが、県内
的 全中学校 192校に配置 る校内研修を行うことができ 全ての中学校には
で た。 配置することがで
心 小学校 35校 課題 きた。
豊 （いじめ・不登校問題が多く ・小学校においては、希望する
か 出ている学校からの希望数） 全ての学校に配置できなかっ
な た。小中の兼務をして対応す
人 （国庫補助事業） る等工夫が必要である。
づ
く いじめ相談 24電話相談事業 学校支援課 ・総合教育センター 成果 ［評価の理由］ Ｂ
り ・総合教育センターに、「いじめ相 「いじめ相談 24」 ・いじめや学校生活での悩みや ・1 年を通して 24

談 24」を設置し、いじめ、不登 電話相談回数 苦しみを抱える児童生徒やそ 時間の電話相談を
校等の相談に対応するために 24 2,733回対応 の家族から多くの電話相談に 行っているが、一
時間体制で電話相談を行う。 対応した。 時に電話が集中し

課題 相談に応じられな
平成 19年度実績 ・県の窓口以外にも、いくつか いことがあったた

2,775回 のいじめ相談窓口があること め、対応を工夫す
（国庫補助事業） を児童生徒に周知していく必 る必要がある。

要がある。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成 20年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

家 ２規範意識の醸成 道徳教育徹底指導事業 学校支援課 平成 20年度 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
庭 ・3 カ年計画で、全小中学校の道 ・道徳教育の計画訪問 ・訪問により各学校の生命尊重 ・平成 20 年度は全
・ ①基本的な生活習 徳指導の状況について学校訪問 小学校 120校 を柱の 1 つとする道徳教育の 小中学校の 3分の
学 慣の育成、倫理 し、教職員に道徳のあり方につ 中学校 61校 指導計画の吟味修正を行った。 1 の学校訪問を予
校 観・規範意識の いて指導をする。 定通り行った。今
・ 向上 後ともテーマを変
地 (平成 20~22年度の 3カ年) ・道徳教育振興会議 課題 えて実施する必要
域 年間 5回開催 ・各学校が地域や保護者へ学校 がある。
社 の道徳での指導内容を周知し
会 て家庭でも同じ指導を行える
が ・道徳教育啓発資料の作 ようにする必要がある。
連 成・配布 30,000部
携
し
て
取
り
組 ２規範意識の醸成 小学校生徒指導体制強化事業 学校支援課 ・7 市町 8 小学校で実施 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
む ・生徒指導で先駆的な取組をする した。 ・小学校に配置された加配教員 ・数値目標の 100%
自 ②小中高一貫した 小学校を各教育事務所毎に 1 校 (全ての教育事務所管内 と生徒指導サポーターを中心 は達成できなかっ
律 生徒指導体制の 以上指定し、指定校に加配教員 に 1つ以上指定） とした全校指導の取組を公表 たが、指定を受け
的 確立 を配置し、その成果を他小学校 岐阜地区 2校 会で各教育事務所毎に広めた。 た学校でいじめの
で へ広める。 西濃地区 2校 ・指定校のいじめ解消率 解消率が平成19年
心 （平成 20年度国庫補助事業） 美濃地区 1校 88.5%（平成 19 年度）から 96.5%に 度比で8%アップし
豊 ＜数値目標＞ 可茂地区 1校 改善 た。
か いじめ解消率 平成 25年度までに 東濃地区 1校 課題
な 小学校 100％中学校 100％ 飛騨地区 1校 ・各地区で指定校は成果を広め (県内の平成 20年度
人 高等学校 100％ たが、他教育事務所指定の実 の結果は平成 21 年
づ (平成 19年度 小学校 94.3% 践も県内に広める必要がある。11月に公表予定）
く 中学校 92.7% 高等学校 91.8%)
り
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成 20年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

家 ２規範意識の醸成 小学校生徒指導体制強化事業 学校支援課 ・7 市町 8 小学校で実施 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
庭 ・生徒指導で先駆的な取組をする した。 ・小学校に配置された加配教員 ・数値目標の100%は
・ ③いじめ・問題行 小学校を各教育事務所毎に 1 校 (全ての教育事務所管内 と生徒指導サポーターを中心 達成できなかった
学 動の未然防止と 以上指定し、指定校に加配教員 に 1つ以上指定） とした全校指導の取組を公表 が、指定を受けた
校 早期対応 を配置し、その成果を他小学校 岐阜地区 2校 会で各教育事務所毎に広めた。 学校でいじめの解
・ へ広める。 西濃地区 2校 ・指定校のいじめ解消率 消率が平成19年度
地 再掲 （平成 20年度国庫補助事業） 美濃地区 1校 88.5%（平成 19 年度）から 96.5%に 比で8%アップし
域 Ⅱ３①に掲載 ＜数値目標＞ 可茂地区 1校 改善 た。
社 いじめ解消率 平成 25年度までに 東濃地区 1校 課題
会 小学校 100％中学校 100％ 飛騨地区 1校 ・各地区で指定校は成果を広め (平成 20年度の結果
が 高等学校 100％ たが、他教育事務所指定の実 は平成 21年 11月に
連 (平成 19年度 小学校 94.3% 践も県内に広める必要がある。公表予定）
携 中学校 92.7% 高等学校 91.8%)
し
て スクールカウンセラーの設置 学校支援課 ・スクールカウンセラー 成果 ［評価の理由］ Ｂ
取 ・いじめ・不登校問題等に対応す 配置 ・配置した学校では、生徒、保 ・小学校では、一部
り るため、臨床心理士等を中学校 護者等へのカウンセリング等 希望する学校 35
組 に配置する。また、希望のある 全中学校 192校 の機能の充実を図り、不登校 校のうち、20 校
む 小学校にもスクールカウンセラ 小学校 20校 やいじめ等の早期発見・対応 にしか配置でき
自 ーを配置する。 ができた。 ず、数値目標を達
律 ・学校の教職員のカウンセリン 成することはでき
的 ＜数値目標＞ グに関する資質や能力を高め なかったが、県内
で 全中学校 192校に配置 る校内研修も行うことができ 全ての中学校には
心 た。 配置することがで
豊 小学校 35校 課題 きた。
か （いじめ・不登校問題が多く ・小学校においては、希望する
な 出ている学校からの希望数） 全ての学校に配置できなかっ
人 （国庫補助事業） た。小中の兼務をして対応す
づ る等工夫が必要である。
く
り いじめ相談２４電話相談事業 学校支援課 ・総合教育センター 成果 ［評価の理由］ Ｂ

・総合教育センターに「いじめ相 「いじめ相談 24」 ・いじめや学校生活での悩みや ・1 年を通して 24
談 24」を設置し、いじめ、不登 電話相談回数 苦しみを抱える児童生徒やそ 時間の電話相談を
校等の相談に対応するために 24 の家族から多くの電話相談に 行っているが、一
時間体制で電話相談を行う。 2,733回対応 対応した。 時に電話が集中し

課題 相談に応じられな
平成 19年度実績 ・県の窓口以外にも、いくつか いことがあったた

2,775回 のいじめ相談窓口があること め、対応を工夫す
（国庫補助事業） を児童生徒に周知していく必 る必要がある。

要がある。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成 20年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 評 合
施 担 当 課

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由 価 評
策 価

家 ２規範意識の醸成 いじめを許さない県民運動の推進 学校支援課 ・各教育事務所毎に「子 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
庭 ④地域で子どもを どもを地域で守り育て ・学校と青少年団体とが一体と ・平成 20 年度は、
・ 守り育てる県民 ・各教育事務所毎に「子どもを地 る県民運動推進会議」 なった指導体制を構築できた。 県内 6箇所（各教
学 運動の推進 域で守り育てる県民運動推進会 を設置し「全ての大人 ・学校では生徒会活動を中心と 育事務所）で会議
校 議」を設置する。 でいじめをなくす」を した主体的ないじめ防止活動 を立ち上げること
・ ・各種団体の指導者に対して、い テーマに各事務所毎の が生まれた。 ができたが、今後、
地 じめの早期発見・防止の指導者 動き出しを図った。 県民運動として展
域 研修会を開催する。 課題 開していくために
社 ・研修会を各教育事務所 ・学校と青少年団体との間で、 は、県民への周知
会 毎に開催した。 指導体制はできたが、いじめ 等の努力が必要で
が を許さないための県民運動と ある。
連 して、さらに連携を密にして
携 いく必要がある。
し
て
取
り
組
む
自
律
的
で
心
豊
か
な
人
づ
く
り
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

家 ３家庭や地域社会 学校地域支援本部の設置 社会教育 ・平成20年度学校支援地 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
庭 の教育力の向上 ・地域全体で学校教育を支援する 文化課 域本部地区別設置数 ・本部を設置した市町では、学 ・平成21年度は、残
・ 学校地域支援本部を平成22年度 平成 20年度末 校支援のための人材を発掘し、 る1地区に設立を
学 ①地域社会の教育 までに各地区1本部（中学校区単 8市町 20本部設置 発掘した人々を授業に活用す めざし、さらなる
校 力を高めるため 位）以上設置するよう市町村を る等の取組を行っている。 取組が必要であ
・ の指導者育成や 支援する。 地 区 本部数 市町数 る。
地 活動支援 岐 阜 9 2 ・平成20年度は6地
域 西 濃 2 2 区中、5地区に学
社 （平成 20～ 22年度国庫委託事業） 美 濃 7 2 校地域支援本部を
会 可 茂 0 0 設置することがで
が 東 濃 1 1 きた。
連 飛 騨 1 1 課題
携 計 20 8 ・学校支援地域本部の設置は、
し 文部科学省の委託事業であり、
て 事業を受託していない市町村
取 に対する広報・啓発活動が必
り 要であり、市町村に積極的に
組 設置を働きかけていく必要が
む ある。
自
律
的
で
心
豊
か
な
人
づ
く
り
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由 価 評
策 価

家 ３家庭や地域社会 公民館指導者の養成 社会教育 ・県下6地区により研修 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
庭 の教育力の向上 ・社会教育推進の拠点である公民 文化課 会実施 ・公民館審議会委員、公民館主
・ 館の活動を向上させるため、研 事、公民館職員等の公民館関 ・数値目標は、達成
学 ②公民館などの社 修会を開催し指導者を養成する。 地 区 参加者数 係者及び社会教育委員、社会 できなかったが、
校 会教育施設にお ・各公民館において、地域住民の 岐 阜 160 教育主事等社会教育関係者が 平成 18 年度比
・ ける事業の推進 ために、講座を開設する。 西 濃 220 これからの地域における生涯 159 講座増加する
地 美 濃 152 学習のあり方など、当面する ことができ、県民
域 可 茂 176 諸問題を研究することができ のニーズに応える
社 東 濃 90 た。 ことができた。
会 飛 騨 76 また、関係者間の情報交換 .
が 計 874 及び連携を深めることができ
連 参加者数 874人 た。
携 ※昨年度比 51人増
し ＜研修内容＞
て ・各市町村の活動状況
取 の実践発表
り ・講演会
組 ・法改正の周知等
む
自 ＜数値目標＞
律 公民館講座開講数 ・講座開講実績
的 5,000講座 4,954講座 ・研修で深めたことをもとに、
で （平成 18度 4,795講座） （平成 19年度） 各公民館で講座を開講し、
心 4,954講座を行った。
豊 平成 20年度分は平成
か 21 年 11 月に社会教育
な 調査で公開予定
人
づ 課題
く ・今後の研修会では、公民館が
り どのように学校、家庭、地域

社会の連携を図った取り組み
を実践していくかを研究して
いく必要がある。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

家 ３家庭や地域社会 ＰＴＡ活動による地域教育力向上 社会教育 ・県ＰＴＡ研究大会への 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
庭 の教育力の向上 ・家庭や地域の教育力の低下が指 文化課 助成を行った。 ・県ＰＴＡ研究大会は、平成19 ・数値目標は、達成
・ 摘される中、家庭・学校・地域 「岐阜県ＰＴＡ研究大会 年度比70名増の参加者があり、 できなかったが、
学 ③ＰＴＡ活動等を とのパイプ役であるＰＴＡとの in飛騨」 家庭の教育力向上のあり方に 県ＰＴＡ研究大会
校 通した家庭や地 連携を強化するため、ＰＴＡの 10月 18日飛騨市で開催 ついて研修ができた。 ・小中県ＰＴＡ指
・ 域社会の教育力 研究大会へ助成するとともに、 参加者 978名 ・小中県ＰＴＡ指導者研修会は、 導者研修会・県高
地 の向上 小中県ＰＴＡ指導者研修会及び ・指導者研修会の実施 平成19年度比65名増の参加者 等学校ＰＴＡ指導
域 高等学校ＰＴＡ指導者研修会を ・小中県ＰＴＡ指導者 があり、食育や「ネット上の 者研修会の参加者
社 開催する。 研修会 いじめ」など、家庭・学校・ は、年々増加傾向
会 ＜数値目標＞ （毎年 2地区開催） 地域社会が連携した取組を行 にある。
が ・岐阜県ＰＴＡ研究大会 （平成 20年度は西濃・ う必要性について研修できた。・小中学校において
連 参加目標 1,000名 可茂で開催）（名） ・県高等学校ＰＴＡ指導者研修 開催される家庭教
携 ・小中県ＰＴＡ指導者研修会及 地 区 参加者数 会では、平成 19 年度比 20 名 育学級への平均参
し び県高等学校ＰＴＡ指導者研 西 濃 640 増の参加者があった。 加率は、小学校で

修会 参加目標各 1,000名 可 茂 210 2.4 ％増、中学校
て 計 850 ・それぞれの研修会でインター で 3.7%増加した。
取 平成18年度 平成19年度 ネットや携帯電話利用の安全
り の問題について「親子で行う
組 県ＰＴＡ 886名 1788名 ・県高等学校ＰＴＡ指 携帯電話（インターネット）
む 研究大会 (956) 導者研修会 （名） の安全チェックシート」を作
自 可茂 西濃 地 区 参加者数 成し、啓発活動を行った。
律 岐 阜 164
的 西 濃 149 ・小中学校において開催される
で 小中指導 778名 785名 美 濃 119 家庭教育学級への平均参加率
心 者研修会 美濃 東濃 岐阜飛騨 可 茂 121 (平成 20年度）
豊 多治見 140 小学校 20.9％
か 高校指導 902名 912名 恵 那 121 （平成 19年度 18.5%)
な 者研修会 飛 騨 121 中学校 16.9％
人 計 932 （平成 19年度 13.2%)
づ ※平成 19年度は県ＰＴＡ研究大会
く が東海北陸大会と兼ねたため、
り 1,788名参加。 課題

（県内参加者は 956名） ・ＰＴＡ研修会への参加者は、
年々増加傾向にあるが、研修

・小中学校において開催される 内容を、各学校のＰＴＡ会員
家庭教育学級への平均参加率 へ着実に広めていく取組が必
小学校 30％ 要である。
中学校 30％
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平 成２０年 度 の 目 標 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

家 ４ふるさと教育の 岐阜県ふるさと教育表彰 学校支援課 ・全小・中・県立学校で 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
庭 推進 ・ふるさと教育の一層の充実を図 ふるさと教育に取り組 ・全ての学校でふるさと教育を ・全ての学校で、ふ
・ るため、県内全ての小学校・中 んだ。 学校のカリキュラムに位置付 るさと教育を行っ
学 ①ふるさとに愛着 学校・県立学校が、地域の特色 けることができた。 ているものの、学
校 を持ち、ふるさ を生かしたふるさと教育に取り ・平成 20年度受賞校 校の取組には温度
・ とに誇りを持て 組む。 （推進賞） 差があり、さらな
地 る人材の育成 また、すばらしい成果のある ・小学校 7 校 る取組の推進に向
域 学校を表彰する。 ・中学校 1校 けて、工夫が必要
社 ・高等学校 3校 である。
会
が ・教育広報やぎふポータ
連 ルなどを通じて受賞校
携 の取組内容を紹介した。
取
り ・教員を対象にした水等 ・児童会・生徒会の自主的・日
組 に関する環境教育の実 常的な活動として、リサイク
む 践研修と児童生徒によ ル、河川清掃活動、花・緑化
自 る河川環境保護等の実 運動など環境保全活動や省エ
律 践活動を行うために、 ネ活動の取組を学び合うこと
的 「緑の子ども会議」を ができた。
で 開催した。
心
豊 緑の子ども会議参加校
か ・小学校 31校
な ・中学校 14校 課題
人 ・高等学校 5校 ・ふるさと教育を全ての学校
づ ・特別支援学校 1校 で行っているものの、地域
く 計 51校 の人材を活用するなどの地
り 域ぐるみのふるさと学習を

進めることが必要である。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由 価 評
策 価

家 ４「ふるさと教育」幼児音楽鑑賞教室の開催 社会教育 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
庭 の推進 ・質の高い芸術を実際に見て体験 文化課 ・幼児音楽鑑賞教室を東 ・東濃地区の約1,300人の幼児 ・幼児音楽鑑賞教室
・ できる幼児音楽鑑賞教室を開催 濃地区（土岐市内）で に生の幼児向けミュージカル の満足度・スクー
学 ②質の高い文化芸 する。 開催した。（同日二回 を鑑賞してもらい、豊かな感 ルマイミュージア
校 術や文化財・伝 ＜数値目標＞ 開催 1,306 人の幼児が 性を磨き自由な発想力を培う ム満足度ともに数
・ 統文化に触れ親 参加した関係者満足度 参加） ための、貴重な体験を提供す 値目標を達成する
地 しむ環境づくり 100％ ることができた。関係者、運 ことができなかっ
域 の推進 (「大変よい・よい」の割合） 営協議会委員からも大変良い たが、幼児音楽鑑
社 （平成 19年度 93％） 評価を得た。 賞教室は、平成 19
会 満足度 年度に比べ満足度
が 98％ が 5％アップし、
連 スクールマイミュージアム事業 ・スクールマイミュージ ・県内の3高等学校の生徒及び スクールマイミュ
携 ・県美術館の収蔵品を県内各地で アムを県内3高等学校 一般の保護者や地域住民を対 ージアムは、平成
し 見ることができるスクールミュ で実施した。 象に美術館所蔵作品を鑑賞し 19 年度の満足度
て ージアムを開催する。 てもらい、1,116人の生徒及 に比べ 3％アップ
取 ＜数値目標＞ 関市立関商工高等学校 び161人の一般・職員の合計 した。
り スクールマイミュージアム満足度 県立吉城高等学校 1,277人が鑑賞した。
組 90％ 県立揖斐高等学校
む （平成 19年度 満足度 72％ アンケートによる満足度
自 加茂高校 75％
律 坂下高校 課題
的 益田清風高校で開催）
で ・スクールマイミュージアムへ
豊 の保護者や地域住民の参加者
か が少なく、ＰＲが不足してい
な る。
人
づ
く
り
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事務事業の執行状況 点検評価シート
重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

家 ４「ふるさと教育」５文化施設の入館者数の増加 社会教育 ・児童生徒の来館者数 成果 ・目標である対平成 Ｃ Ｃ
庭 の推進 ・美術館、博物館、現代陶芸美術 文化課 平成20年度 48,114名 ・県民文化の日の無料開放を実 19年度比105％を
・ 館、ミュージアムひだ、高山陣 （博物館、美術館、現代 施したことで、県民文化の日 大きく下回った。
学 ③県民に親しまれ 屋の５文化施設の児童生徒の観 陶芸美術館、ミュージ の入館者数は増加した。 また、児童生徒
校 る社会教育文化 覧料の無料化（平成18年度導入） アムひだ合計） の5文化施設無料
・ 施設の運営 を継続し、５文化施設の入館者 児童生徒の入館者数変化 課題 開放についての周
地 増加を図る。 年 度 入館者数 ・5 文化施設の入館者数の目標 知も不十分であ
域 平成 17年度 64,995 の 105％を大きく下回った。 る。
社 ＜数値目標＞ 平成 18年度 75,476 理由は、美術館で 3 つの大規 人が多く集まる
会 対平成 19年度入館者数目標 105％ 平成 19年度 94.573 模な展覧会が 19年度に実施さ ような企画展の検
が 平成 20年度 48,114 れたためである。 討や、児童生徒の
連 県立５文化施設の平成16～20年度の入館者比較 無料開放について
携 ・企画展・所蔵品展来館者に高 の周知を徹底する
し 県民文化の日の入館者変化 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 校生以下の観覧料無料化につ など、目標達成に
て 年度 入館者数 博物館 77,715 72,737 72,879 47,997 いて「アンケート調査」を行 向けて相当の努力
取 平成 17年度 2,171名 ←導入前 美術館 81,022 129,603 272,597 77,402 ったところ、本事業を知って を要する。
り 平成 18年度 12,103名 導入前比 557％ 現代陶芸 66,539 52,846 44,536 59,435 いる方が33.5％、知らない方
組 平成 19年度 6,959名 導入前比 321％ ミュ飛騨 ===== 30,779 17,208 16,894 が66.5％という状況であり、
む 平成 20年度 7,055名 導入前比 324％ 高山陣屋 301,593 304,289 324,524 339,715 ＰＲが必要である。
自
律 計 526,869 590,254 731,744 541,443
的 前年度比→ (116%) (112%) (124%) (74％)
で 現代陶芸 美術館 美術館 現代陶芸 ・県民文化の日の無料開放の実
豊 エミールガレ 前田青邨展39,078 大ナポレオン62,776 ウエッジウッド 施については、目標の 300 ％
か 39,799 日比野克彦展16,190 ぐりぐら 49,229 22,310 を達成しているものの、実施
な 東山魁夷28,704 した最初の年度に比べて、大
人 きく入館者数を減らしており、
づ ・県民文化の日（11月3日）に、県 博物館と美術館については、
く 立５文化施設を無料開放する。 県民ニーズを把握しながら県
り ＜数値目標＞ 民が見学したくなるような魅

制度導入平成 17年度比 300％ 力ある企画運営を進める必要
・県図書館に企画展示室 がある。

郷土の先駆者・先人の功績を紹介 を開設し本県出身で活
する企画展の開催 躍した偉人を紹介する

展示室を整備し、「小
島信夫」の功績を紹介
した。

県美術館の機能強化に向けた基本 ・県美術館の基本計画を策
計画策定 定した。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 評 総
点 重点目標 平成20年度の施策 担 当 課 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由 価 評
策 価

家 ４ふるさと教育の 岐阜県ふるさと教育表彰 学校支援課 ・全小・中・県立学校で 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
庭 推進 ・ふるさと教育の一層の充実を図 ふるさと教育に取り組 ・全ての学校でふるさと教育を ・全ての学校で、
・ るため、県内全ての小学校・中 んだ。 学校のカリキュラムに位置付 ふるさと教育を
学 学校・県立学校が、地域の特色 けることができた。 行っているもの
校 ④ふるさとの自然 を生かしたふるさと教育に取り ・平成 20年度 の、学校の取組
・ を大切にする環 組む。また、すばらしい成果の 受賞校（推進賞） には温度差があ
地 境教育の推進 ある学校を表彰する。 ・小学校 ７校 り、さらなる取
域 ・中学校 １校 組の推進に向け
社 ・高等学校 ３校 て、工夫が必要
会 である。
が ・教育広報やぎふポータ
連 ルなどを通じて、受賞
携 校の取組内容を紹介し
し た。
て
取 ・教員を対象にした水等 ・児童会・生徒会の自主的・日
り に関する環境教育の実 常的な活動として、リサイク
組 践研修と児童生徒によ ル、清掃活動、花・緑化運動
む る河川環境保護等の実 など環境保全活動や省エネ活
自 践活動を行うために、 動の取組を学び合うことがで
律 「緑の子ども会議」を きた。
的 開催した。
で
豊 緑の子ども会議参加校
か ・小学校 31校
な ・中学校 14校
人 ・高等学校 5校 課題
づ ・特別支援学校 1校 ・ふるさと教育を全ての学校で
く 計 51校 行っているものの、地域の人
り 材を活用するなどの地域ぐる

みのふるさと学習を進める
ことが必要である。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題
価 評

策
評価の理由

価

文 １文化活動の推進 岐阜県美術展青少年の部の開催 社会教育 ・第62回岐阜県美術展を 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
化 ・広く県内の幼児・児童・生徒か 文化課 開催し、多くの幼児・ ・応募作品は、青年部で平成19 ・満足度調査の結果
・ ①文化芸術活動の ら作品を公募し、一般に公開す 児童・生徒からの作品 年度より45点増、少年部では の数値目標は達成
ス 振興（児童生徒 る岐阜県美術展の青少年部を開 応募があった。 849 点増と、年々着実な伸び できかったが、昨
ポ の発達段階に応 催する。 また、優秀な作品を を示している。 年度の応募点数よ
｜ じた教育文化活 美術館、ミュージアム ・出品作品のレベルも上がって りも青年部 45点、
ツ 動の支援等） ＜数値目標＞ ひだ、瑞浪市総合文化 きているという参観者からの 少年部 849点上回
の 事業の満足度 80％ センターの三ヶ所で展 意見も多く得た。 り、満足度も平成
振 （平成 19年度満足度 68％） 示した。 19 年度よりも 2
興 （平成 19年度出品数 ％上昇し年々美術
を 青年部 1,139点 【作品数】 満足度結果 70％ 展が充実してきて
通 少年部 13,781点） 青年部 いる。
し 1,184点の応募 課題
た ・満足度調査で、県展一般部は
県 優秀賞 50点 ８日間開催されるのに対し、
民 入選 287点 青年部、少年部は、各４日間
生 だけの開催のため、各８日間
き 少年部 の開催を求める声が多かった。
が 14,630点の応募 展示期間についての検討を進
い める必要がある。
づ 優秀賞 143点
く 入選 932点
り 準入選 2,726点

重点施策Ⅳ 文化・スポーツの振興を通した県民生きがいづくり
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事務事業の執行状況 点検評価シート
重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

文 １文化活動の推進 ５文化施設の入館者数の増加 社会教育 ・児童生徒の来館者数 成果 ・目標である対平成 Ｃ Ｃ
化 ・美術館、博物館、現代陶芸美術 文化課 平成20年度 48,114名 ・県民文化の日の無料開放を実 19年度比105％を
・ 館、ミュージアムひだ、高山陣 （博物館、美術館、現代 施したことで、県民文化の日 大きく下回った。
ス ②県民に親しまれ 屋の５文化施設の児童生徒の観 陶芸美術館、ミュージ の入館者数は増加した。 また、児童生徒
ポ 多様な学習活動 覧料の無料化（平成18年度導入） アムひだ合計） の5文化施設無料
｜ を支える社会教 を継続し、5 文化施設の入館者 児童生徒の入館者数変化 課題 開放についての周
ツ 育文化施設の充 増加を図る。 年 度 入館者数 ・5 文化施設の入館者数の目標 知も不十分であ
の 実 平成 17年度 64,995 の 105％を大きく下回った。 る。
振 ＜数値目標＞ 平成 18年度 75,476 理由は、美術館で 3 つの大規 人が多く集まる
興 再掲 対平成 19年度入館者数目標 105％ 平成 19年度 94.573 模な展覧会が 19年度に実施さ ような企画展の検
を Ⅲ４③ 平成 20年度 48,114 れたためである。 討や、児童生徒の
通 県立５文化施設の平成16～20年度の入館者比較 無料開放について
し ・企画展・所蔵品展来館者に高 の周知を徹底する
た 県民文化の日の入館者変化 17年度 18年度 19年度 20年度 校生以下の観覧料無料化につ など、目標達成に
県 年度 入館者数 博物館 77,715 72,737 72,879 47,997 いて「アンケート調査」を行 向けて相当の努力
民 平成 17年度 2,171名 ←導入前 美術館 81,022 129,603 272,597 77,402 ったところ、本事業を知って を要する。
生 平成 18年度 12,103名 導入前比 557％ 現代陶芸 66,539 52,846 44,536 59,435 いる方が33.5％、知らない方
き 平成 19年度 6,959名 導入前比 321％ ミュ飛騨 ===== 30,779 17,208 16,894 が66.5％という状況であり、
が 平成 20年度 7,055名 導入前比 324％ 高山陣屋 301,593 304,289 324,524 339,715 ＰＲが必要である。
い
づ 計 526,869 590,254 731,744 541,443
く 前年度比→ (116%) (112%) (124%) (74％)
り 現代陶芸 美術館 美術館 現代陶芸 ・県民文化の日の無料開放の実

エミールガレ 前田青邨展39,078 大ナポレオン62,776 ウエッジウッド 施については、目標の 300 ％
39,799 日比野克彦展16,190 ぐりぐら 49,229 22,310 を達成しているものの、実施

東山魁夷28,704 した最初の年度に比べて、大
きく入館者数を減らしており、

・県民文化の日（11月3日）に、県 博物館と美術館については、
立５文化施設を無料開放する。 県民ニーズを把握しながら県
＜数値目標＞ 民が見学したくなるような魅
制度導入平成 17年度比 300％ 力ある企画運営を進める必要

・県図書館に企画展示室 がある。
郷土の先駆者・先人の功績を紹介 を開設し本県出身で活
する企画展の開催 躍した偉人を紹介する

展示室を整備し、「小
島信夫」の功績を紹介
した。

県美術館の機能強化に向けた基本 ・県美術館の基本計画を策
計画策定 定した。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由 価 評
策 価

文 １文化活動の推進 県立学校文化部活動の推進 社会教育 ・岐阜県高等学校文化連 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
化 ・県立高校の文化部活動に対し支 文化課 盟と協力し県内高等学 ・部活動に参加する生徒の活動
・ ③学校文化部活動 援する。 校39校69部の文化部活 を支援し、全総文・県総文と ・数値目標である、
ス の推進 動に対し助成した。 もに、多くの生徒が発表の場 平 成 1 9 年 度
ポ に参加し、活躍することがで 17.6%にはわずか
｜ きた。 に届かず、0.1％
ツ 減少したが、文化
の ・岐阜県高等学校文化連 文化部活動加入率 部活動の加入率は
振 ・高等学校文化連盟が実施する全 盟と協力し、全国高等 (平成 20年度 17.5% 増加傾向にある。
興 国高等学校総合文化祭への派遣 学校総合文化祭に、32 平成 19年度比-0.1%)
を を支援する。 校 455人の生徒・指導
通 者を派遣した。 ＜全国大会での主な成績＞
し （平成 19年比 9％増） ・第61回全日本合唱コンクール
た 全国大会・岐阜高校
県 ・岐阜県高等学校文化連 グループＡ部門
民 ・岐阜県高等学校文化連盟ととも 盟とともに岐阜県高等 金賞、香川県知事賞
生 に岐阜県高等学校総合文化祭を 学校総合文化祭を主催 ・第8回マーチング＆バトン
き 開催する。 し、延べ 5,150 名の生 ステージ全国大会
が 徒が参加した。 ・県立岐阜商業高校
い （平成 19年比 16％増） ディビジョン１マーチン
づ ＜数値目標＞ グバンド部門
く 文化部活動加入率 講評者特別賞(最優秀賞)
り 平成 19年度以上

平成 19年度 17.6%
平成 18年度 17.1%
平成 17年度 16.9% 課題
平成 16年度 16.0% ・文化系部活動に所属する生徒
平成 15年度 16.7% の発表の場を確保し、文化活
平成 14年度 15.5% 動を活発にできるように、限
平成 13年度 15.2% られた予算を有効活用し、創

意工夫していく必要がある。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由 価 評
策 価

文 ２文化財の保存・ 文化財の保存・活用の推進 社会教育 ・国指定文化財保護のた 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
化 活用の推進 ・国、県指定文化財の保存のため 文化課 め、巡視員27名による ・文化財の現状把握に努めるこ ・数値目標である60
・ の巡視を行う。 巡視年間20回のべ 540 とにより、修理の緊急度や優 名は達成できなか
ス ①文化財の保存と ＜数値目標＞ 回を実施した。 先順位を的確に把握し、修復 ったが、岐阜県文
ポ 活用の推進 ・国指定文化財保護のための ・県指定文化財巡視を文 を効率的に進めた。 化財巡視員は、平
｜ 巡視員 27名確保 化財保護協会の協力を ・巡視員、市町村との連携を密 成19年度56名から
ツ （国庫補助事業） 得て58名確保し、のべ にし、文化財の現状把握に努 平成20年度は58名
の ・県指定文化財巡視員(文化財 696回実施した。 めた。 に2名増員が図ら
振 保護協会)を 60名確保 課題 れた。
興 （19年度 県文化財巡視員 ・県指定文化財巡視員を文化財
を 56 名） 保護協会の協力を得て目標人
通 数に増員する必要がある。
し
た
県
民
生 ２文化財の保存・ 教育普及事業の充実 社会教育 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
き 活用の推進 ・県民が文化財に愛着をもてるよ 文化課 ・愛護標柱の設置 ・発掘調査報告会に目標を上回 ・教育普及事業に就
が ②伝統芸能の未 うにするために教育普及事業を 17本 る参加者を得ることができた。 いては、平成 19
い 来への継承・ 行う。 年度の人数より
づ 振興 ・文化財保護センター も、発掘調査報告
く ＜数値目標＞ 教育普及事業 会・タイムスリッ
り ・岐阜県発掘 発掘調査報告会 プ探検隊・おもし

調査報告会参加者目標 (１回) 158名 課題 ろ歴史教室とも、
1回 130名 ﾀｲﾑｽﾘｯﾌﾟ探検隊 ・発掘調査報告を美濃加茂市で 参加者が増加し、

（平成 19年度 116名） (２回) 83名 実施したが、ＰＲ不足で報告 ほぼ目標人数に近
児童啓発向け 会後、参加したかったという い数の参加を得る
ﾀｲﾑｽﾘｯﾌﾟ探検隊2回 100名 ・高山陣屋教育普及事業 意見があり、しっかりとした ことができた。
（平成 19年度 73名） おもしろ歴史教室 ＰＲが必要である。

・高山陣屋の教育普及活動おも (9回) 延べ215人 ・タイムスリップ探検隊につい
しろ歴史教室 9回 ても周知が必要である。

延べ270名
（平成 19年度 192名）
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由 価 評
策 価

文 ３スポーツの振興 総合型地域スポーツクラブの設立 スポーツ健康 ・30 市町 57 クラブを平 成果 ［評価の理由］ Ｃ Ｃ
化 及び育成 課 成 20年度末までに設 ・また、成人の週１回以上のス ・総合型地域スポー
・ ①生涯スポーツの ・地域スポーツ活動推進のため、 立した。 ポーツ実施率が 43.3 ％に上昇 ツクラブの設立に
ス 振興 総合型地域スポーツクラブの設 した。(前回調査平成１９年度 ３８．２％) 理解のある市町村
ポ 立・育成を進める。 総合型地域スポーツ を主に、クラブを
｜ クラブ設立数変化 増やしてきたが、
ツ ＜数値目標＞ 年 度 設立 累計 課題 今後、平成 25 年
の 平成 16年度 2 30 ・クラブを設立することによる 度までの目標達成
振 ・平成 25年度までに育成準備中ク 平成 17年度 8 38 児童生徒の活動の場が広がる に向けて相当の努
興 ラブを含め 100クラブの設立 平成 18年度 5 43 ことをＰＲし、少人数での組 力を要する。
を 平成 19年度 7 50 織の設立も含め市町村の理解
通 平成 20年度 7 57 を求めていく必要がある。
し
た
県 岐阜県民スポーツ大会の開催 スポーツ健康 ・第 2回岐阜県民スポー 成果 ［評価の理由］ Ｂ
民 ・県民の運動力向上のために多く 課 ツ大会の実施（岐阜圏 ・開会式では、マーチングバン ・平成 20 年度は、
生 の県民が参加できる岐阜県民ス 域で実施） ドによる華やかなオープニン 参加目標数を確保
き ポーツ大会を市町村・関係団体 ・総合開会式 グの後、郡市役員、選手合わ できたが、今後も
が との連携を図り、毎年、各地区 平成 20年 9月 21日 せて 111団体の参加による行 参加人数を確保に
い 持ち回りで開催する。 (岐阜ﾒﾓﾘｱﾙｾﾝﾀｰ） 進が盛大に行なわれ、国体に 向けた取組を進め
づ 約 20,000名参加 向けて大会をＰＲできた。 ていく必要があ
く ＜数値目標＞ 課題 る。
り 参加者 20,000名 ・ぎふ清流国体にむけて、多く

の県民が出場できるよう周知
が必要である。



- 64 -

事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

文 ３スポーツの振興 ジュニアから成年までの一貫した スポーツ健康 ・スーパージュニアスク 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
化 ②競技スポーツの 指導体制 課 ール事業（フェンシン 【フェンシング】全国少年大会 ・数値目標は達成で
・ 振興 ・｢ぎふ清流国体｣に向け、スーパ グ 93回、水球 72回、 小学生 5･6年女子の部 優勝 きなかったが、平
ス ージュニアスクール事業や国際 新体操 94 回、陸上 26 【水球】ｼﾞｭﾆｱｵﾘﾝﾋﾟｯｸｶｯﾌﾟ 小学 成 19 年度に比べ
ポ 交流員を活用し、フェンシング 回）を実施した。 生の部 ベスト 8 て入賞者数は、増
｜ 100 回、水球 70 回、新体操 90 【新体操】国民体育大会 少年女 加した。
ツ 回、陸上 30回の指導を行い、小 ・スポーツ国際交流員配 子総合 準優勝
の 学生からの継続した指導を行う。 置事業でフェンシン 【陸上競技】全国中学大会 男子
振 ＜数値目標＞ グ、水球、新体操の 3 ４× 100mR準優勝、女子４×
興 少年の部において全国レベルで 種目に 4名で 978回派 100mR 3位
を 優勝又は上位入賞する競技者を 遣した。
通 10以上輩出。 課題
し ・派遣した 4種目において、5
た 平成 19年度全国大会 つの全国レベルの入賞をおさ
県 入賞数４ めることができたが、目標と
民 平成 18年度全国大会 していた 10以上を出すことが
生 入賞数 3 できなかった。
き ・指導の回数を増やし、競技力
が の向上を進める必要がある。
い
づ
く 科学的なトレーニングによる選手 スポーツ健康 ・選手の筋力トレーニン 成果 ［評価の理由］ Ｂ
り 強化の推進（トップアスリート科 課 グ等の指導・訓練講座 ・岐阜国体対象選手となる現ジ ・県内の利用率は平

学サポート事業） を 10回実施した。 ュニア選手の専門的サポート 成 19 年度よりも
・選手のスポーツ力向上を目指し、 ・高校野球、駅伝等の合 を行った。 微減して数値目標
選手の練習方法等について科学 宿や科学的トレーニン 平成 20年度県内利用者 を達成することが
的に分析し、効果的な練習方法 グを 8回実施した。 15,918名（県内利用率 85.1%) できなかったが、
等を指導助言する。 ・多くのプロ・五輪選手等も指 利用者数は、平成

・利用者に練習等の分析 導助言を受けにきた。 19年度を 1,600名
＜数値目標＞ を行い、効果的な練習 平成 20年度：プロ野球選手2名 程度上回った。
利用者数・県内利用率とも 平成 19年度以上 等について指導を行っ 世界大会参加者

年 度 利用者計 内県内者 県内利用率 った。 4チーム 2団体
平成 16年度 13,878 11,821 85.2% 課題
平成 17年度 14,332 12,223 85.3% ・施設の利用や効果についての
平成 18年度 14,975 12,776 85.3% ＰＲを積極的に進めていく必
平成 19年度 16,173 14,299 87.9% 要がある。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由 価 評
策 価

文 ３スポーツの振興 国体強化対策事業 スポーツ健康 ・成年男女、少年男女の 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
化 ③平成 24 年「ぎ ・国体開催種目の参加選手の強化 課 4種別ごとに、40競技 ＜第 63回国民体育大会＞
・ ふ清流国体」に を支援する。 団体の強化合宿等の実 ・天皇杯 17位(1,144点) ・天皇杯では、1,144
ス 向けた選手強化 施を支援した。 ・皇后杯 11位(672点) 点で、数値目標よ
ポ 体制の確立 ・9 競技団体に対し器具 ・入賞 26競技 74種目 りも 6点少なく、
｜ の整備費を助成した。 ・優勝競技 ホッケー 数値目標である
ツ (ヨット連盟、自転車 ライフル射撃 1,150 点はわずか
の ＜数値目標＞ 競技連盟、ボート連盟、 フェンシング に達成できなかっ
振 平成 20年度 ライフル射撃協会、カ レスリング た。
興 ・第 63回国民体育大会目標 ヌー協会、体操協会、 自転車 ・皇后杯は、672 点
を ・天皇杯 15位（1150点） 馬術連盟、スキー連盟、 カヌー で、数値目標より
通 ・皇后杯 9位 （650点） ウエイトリフティング 水泳 も 22点上回った。
し 協会) ・順位は他県の獲得状況によっ ・昨年度に比べて天
た 平成 24年度までに ＜強化指定した団体等＞ て変動するため、目標順位に 皇杯、皇后杯とも
県 天皇杯 1位 中学校 38校 46部 は及ばなかったものの、得点 得点が増加した。
民 皇后杯 1位 高等学校 48校 98部 は皇后杯では目標点を 22点上
生 クラブ 11クラブ 回った。天皇杯では目標に 6
き チーム 40競技 69 ﾁｰﾑ 点足りなかったが、1,144点は
が 個人 14競技 26名 2 巡目の国体になってからの
い 中・高連携強化事業 最高得点を獲得した。
づ ・「ぎふ清流国体」での主力となる
く 現中学生のレベルを底上げする
り ため、中・高校生の合同練習や ・中学生が高校生と合同練習を

合宿を実施する。 行うことにより、レベルの高
い密度の濃い練習を行うこと

＜数値目標＞ ・25 競技団体に対し合 ができ、多くの参加者が自己
中高合同練習実施競技数 同練習会や合宿を支援 記録等を高めることができた。

25種目を支援 した。

課題
・目標としていた国体での成績
には至らなかったが、着実に
得点を伸ばしており、更なる
支援をしていく必要がある。
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由 価 評
策 価

文 ３スポーツの振興 指導者養成・確保及び資質の向上 スポーツ健康 成果 ［評価の理由］ Ｂ Ｂ
化 ④スポーツ推進体 ・日本一のチームや選手を育てる 課 ・名誉顧問(3 回)、スーパーバ ・平成 19・20 年度
・ 制の充実 ため、指導者の指導理論や指導 イザー(20 回)が、県内指導者 の養成は 36名で、
ス 方法等の向上を目指し、名誉顧 に対して講演会を通して、各 数値目標 40 名に
ポ 問による講演会 3 回、スーパー 専門分野において実態に応じ は、至らなかった
｜ バイザー(10名)による講演会 20 た指導助言を行った。 ものの、平成 24
ツ 回を開催する。 ・名誉顧問(１名)、スー ・上級指導者講習会修了者 10名、 年度までの指導者
の パーバイザー(10 名) その他トレーナー 26 名を県認 養成は順調に進ん
振 ＜数値目標＞ による指導者養成講演 定スポーツ指導者として認定し でいる。
興 平成 19・20年度までに 会を 23回実施した。 た。 合計 36 名
を 指導者育成目標 40名
通 （・平成 19・20年の 2年間で 36
し 平成 24年度までに 240名の指導 名のスポーツ指導者を認定し
た 者育成 た。現在までに上級指導者 90
県 名、各トレーナー 71名と合計
民 （平成 18年度までに 125名 161名となった。）
生 育成） 課題
き ・平成 24年度の目標達成に向け
が て各種団体等の働きかけを積
い 極的に進めていく必要がある。
づ
く
り

～ H17･18 H19・20 H21・22 H23・24
※受講期間(平成 19.20年度)
スポーツ指導者の育成には、２年間 上級指導者 80 10 10 10
の継続受講が必要で、２年目に認定す

る。 トレーナー 45 26 29 30

累 計 125 161 予定 200 予定 240
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由
価 評

策 価

文 ３スポーツの振興 飛騨御嶽高原高地トレーニングエ スポーツ健康 ・NTC に指定されるよ 成果 (評価の理由) Ｂ Ｂ
化 ⑤スポーツ施設の リアの活用 課 う国に働きかけた結果 ・フランスの五輪代表の合宿地 ・ＮＴＣの指定を国
ス 整備 ・ナショナルトレーニングセンタ 競技別強化拠点施設に に指定され、利用された。 から受けることが
ポ ー(ＮＴＣ)競技別強化拠点「飛 「飛騨御嶽高原高地ト でき、数値目標は
｜ 騨御嶽高原高地トレーニングエ レーニングエリア」が 達成できなかった
ツ リア」の利用を促進する。 平成 20 年 5 月に指定 課題 ものの、平成 19
の ＜数値目標＞ された。 ・五輪選手が使用したものの、 年度に比べ利用者
振 利用者数 20,000人 ・利用者増のために、全 さらに利用者を増やす努力が 数は着実に増加し
興 （平成 19年 17,410人） 国の著名スポーツ団体 必要である。 ている。
を 等に利用促進ＰＲを行
通 った。
し 棒グラフ （フランスの北京五輪
た は利用団 代表選手が利用）
県 体数
民 ・当エリアの利用者が
生 折れ線が 18,742名となった。
き 利用者数
が 人

い 団体

づ
く 国体に向けたスポーツ施設の改修 スポーツ健康 ・岐阜メモリアルセンター 成果 ［評価の理由］ Ａ
り 課 長良川競技場 ・平成 21・22年度に改修工事が ・平成 20 年度の事

・平成 21・22年度に改修する予定 補助競技場 できるように、改修予定施設 業については、順
の施設に係る実施設計の発注を 長良川テニスプラザ の実施設計を発注することが 調に実施できた。
行う。 等の改修に係る実施設 できた。
＜平成 21・22年度改修予定施設＞ 計を行った。
・岐阜メモリアルセンター
長良川競技場 ・岐阜県グリーンスタジ
補助競技場 アムの人工芝張替工事
長良川テニスプラザ等 の実施設計を行った。
に係る実施設計

・岐阜県グリーンスタジアムの人
工芝張替工事(改修）
に係る実施設計

NTC利用団体・利用者数変化
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事務事業の執行状況 点検評価シート

重 平成２０年度の実績・成果と課題 総
点 重点目標 平成 20年度の施策 担 当 課 評 合
施

実 績 成 果 ・ 課 題 評価の理由 価 評
策 価

文 ３スポーツの振興 国際的・全国的スポーツイベント スポーツ健康 成果 (評価の理由) Ｂ Ｂ
化 ⑥国際的・全国的 の開催・誘致 課 ・全日本実業団対抗女子 ・ぎふ女子駅伝では沿道観客数 ・ぎふ女子駅伝の、
・ スポーツイベン ・県民のスポーツに対する関心を 駅伝競走大会(ぎふ女 30万名と盛況であった。 沿道観客数・ＴＶ
ス トの誘致・開催 高めるとともに、スポーツ振興 子駅伝)において､県、 視聴率とも、数値
ポ 競技力向上に寄与するために、 関係市町･自治会･商工 目標を達成でき、
｜ 国際的・全国的スポーツイベン 会及びボランティア等 スノーボードＦＩ
ツ トの誘致・開催を進める。 官民一体となった支援 Ｓワールドカップ
の 体制の充実を図った。 大会においては、
振 ＜支援内容＞ 数値目標の集客数
興 ・県広報媒体等を利用し を達成できたが、
を ＜数値目標＞ て大会ＰＲを行った。 新たなイベント誘
通 ぎふ女子駅伝 ・大会主催者(競技団体) 致が十分進んでお
し 沿道観客数 30万名 に対して大会費用の一 らず、誘致のため
た 部助成を行った。 にさらなる取組が
県 ・全日本実業団女子駅伝 必要である。
民 （平成 19年度 27万名） (ぎふ女子駅伝)につい
生 ては、全庁体制で大会
き を支援する取組(集客
が 支援等)を行った。 ・2 年連続開催のスノーボード
い ＜数値目標＞ ・スノーボード FISワー FIS ワールドカップ
づ スノーボード FIS ワールドカ ル ド カ ッ プ 2009GIFU/GUJO 大会はﾊｰﾌﾊﾟｲ
く ップ 2009GIFU/GUJO大会 2009GIFU/GUJO 大 会 ﾌﾟのみの 1日開催であったが、
り 集客数 10,000名 の成功に向け、大会Ｐ 郡上市民の献身的なボランテ

（平成 19年度 9,500名） Ｒ等支援を行った。 ィアもあって 10,000 名の集客
を達成した。

課題
・費用対効果も加味して新たな
国際的・全国的スポーツイベ
ントの誘致についての努力が
必要である。


